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 大局を見失わない復興を 

 

  関西学院大学・災害復興制度研究所 室崎益輝 

 

 

 

 

被災地は、震災後六ヵ月を迎えた。瓦礫の撤去がよ

うやく進み始め、仮設住宅での生活も本格的に始まっ

た。避難所にまだ多くの人々が取り残されているとは

いえ、応急対応の段階をどうにか乗り越えて、復興対

応の段階の入口にたどり着いた、といえる。被災自治

体の復興計画の策定も慌ただしく進められ、約８割に

あたる被災市町村で、この年末までにその内容が発表

される予定である。 
 この復興の入口に差しかかった段階で、今まで論議

してきた復興のあり方を再検討する必要があると、私

は強く思っている。国や自治体の今までの議論を見て

いると、何か大切なものを忘れてというか、羅針盤な

き迷路を闇雲に突き進もうとしているように、感じる

からである。今ならまだ修正がきくので、復興の原点

に立ち戻る議論を尽くして、進路の行く手に希望の光

を見出して欲しいと思う。 
 
「大局着眼、小局着手」という言葉がある。原点に

立ち戻って復興のあり方を考えるということでは、大

局着眼ということが極めて大切である。大局着眼とい

うのは、大きく時代の流れや世界の動向を読みとり、

現代に課せられているテーマを読みとって、その中に

個々の復興を正しく位置づけなければならない、とい

うことである。それは、阪神・淡路大震災と東日本大

震災とがどう違うか、二十世紀と二十一世紀はどう違

うかを考える「グローバルな視点」から基本的で達観

的な復興の方向性を見出す、ということでもある。 
 
この大局着眼ということで、いくつかの論点を提起

しておきたい。その一つは、日本の国土構造をどう見

直すか、ということである。危機管理の視点からは、

一極集中の構造から自律分散の構造に切り替えるこ

とが欠かせない。地域文化の視点からは、豊かな自然

と文化が息づく国土の再生をはかることが欠かせな

いであろう。この国土のあるべき姿の検討を通して、

初めて被災地をどうするのかの絵を描くことができ

る。日本の中で東北をもっともっと大切にする絵が描

けるはずである。 
 
都市構造とりわけ地方の都市構造を見直すことも

欠かせない。二十世紀の都市政策の失敗を受けて、コ

ンパクトシテティあるいはサスティナブルコミュニ

ティへの流れが、世界では主流になっている。経済効

率を優先する職住分離型の都市から、環境共生を優先

する職住融合型の都市への転換が目指されているの

である。下町の良さや集落の良さを評価したまちづく

りが志向されている。ということで「初めに職住分離

ありき」ではなく、今までの都市開発の反省も踏まえ

て、都市の姿をしっかり議論してほしい。 
 

それから、産業構造の見直しについても触れておき

たい。それは、日本における農業や漁業をどうするか

という問題、おいしくて安全な食糧をいかに供給する

かという問題に帰着する。ここでは、第一次産業か第

三次産業かという二者択一的な組み立てではなく、一

次、二次、三次を融合させ総合的に発展をはかるとい

う、方向性が欠かせない。第六次産業化という考え方

である。その前提としては、農業や漁業の発展が不可

欠である。第一次産業とそれに関連する産業のあり方

について明確なメッセージを打ち出すことが、今回の
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復興の最重要のテーマであるといって過言ではない。 
 
最後に、科学技術のあり方の見直しも避けられない。

これは、福島を忘れないというメッセージでもある。

福島原発事故は、政治の責任がとても大きいが、同時

に科学技術の責任も無視できない。そこで、国民の生

活や安全との関わりで、科学技術のあり方を再点検す

ることが避けられないのである。科学技術が復興の推

進力となることで、今回の震災で犯した失点あるいは

失った信頼を取り戻すことができる。それだけに、科

学技術主導の復興に前向きに取り組む必要があると

いってよい。そのためには、科学技術がその社会性と

革新性を取り戻すことが欠かせない。 
 
次に小局着手ということにも触れておこう。小局着

手というのは、被災地個々の状況に即して、復興計画

を具体化するというものである。今回の被災地のそれ

ぞれを見ると、その自然的特徴も社会的特徴も千差万

別である。農業中心の地域もあれば漁業中心の地域も

ある。同じ漁業集落といっても、業種も漁法も違う。

だから、一律に議論してはならないのである。小局す

なわち個々の現場では、地域に根差して「違いの見え

る復興」に心がけなければならない。 
 
地域に根差してということでは、地域の将来をみん

なで語り合うことが欠かせない。復興を語り合う場や

力を合わせる仕組みが欠かせない、ということである。

復興市民会議やまちづくり協議会といった場をつく

り、その中で思いをぶつけ合って、みんなの夢を形に

してゆくのである。その形にしてゆく過程では、様々

な専門家や「よそ者」の協力が欠かせない。とはいえ、

脚本を書くのもステージの上で演じるのも、被災者自

身であることを忘れないで欲しい。小局着手というの

は、被災者主体ということと限りなく同義である。 
 
この被災者自身が演じるということでは、「協働の

正四面体」という考え方が大切である。復興では、行

政、地域コミュニティ、事業者、諸団体組織の四者が、

スクラムを組まなければならない。このうちの諸団体

の中には、NPO や NGO さらには社会福祉協議会など

が含まれる。ここで重要なことは、この四者が「対等

の立場でつながる」ということである。等距離でスク

ラムを組むということである。私はこの形を正四面体

になぞらえて、復興協働の正四面体と呼んでいる。こ

の正四面体の構築は、みんなの復興を実現するための

必要条件である。 
 
この東日本大震災の正四面体の構築においては、と

りわけ事業者の果たす役割が大きい。日本の自然や文

化そして何よりも食卓を守るうえで、大きな役割を担

ってきた産業が危機に瀕しており、その再興こそが復

興のメインテーマだからである。産業は地域再生の原

動力であり、仕事は暮らし再生の糧である。東日本の

復興は、阪神・淡路のような住宅主導の復興ではなく、

産業主導の復興でなければならない、と考える。その

ためには、商店街を含む産業の担い手がリーダーシッ

プをとって、今回の復興劇の主役を演じなければなら

ないのである。 
 
まだまだ時間がある。被災地だけでなく国民のすべ

てが、希望を持って復興と社会創造に立ち上がれるよ

うに、時間かけてでも納得の行くまで論議を尽くさな

ければならない。急がば回れである。 
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 東日本大震災に関する提言（ 2011.4.5 ） 

 

  NPO 法人 阪神高齢者・障害者支援ネットワーク 理事長 黒田 裕子 

 

 

 

 

「東北地方に地震と津波による大災害発生」の第１報

を聞き、翌１２日～１８日に現地に入った。その折に、

在宅で医療品が不足し困難な生活を続ける療養中の

人々と多く出会った。一旦帰神し、人口肛門のストー

マを仲間に呼びかけ集まったストーマをもって、２回

目の現地入りをした（２２日～２９日）。３回目はロ

ーテーションを組む看護師達を現地の災害対策本部

とつなぎ合わせること、避難所の現状を把握すること

に努めた。そうした中で、具体的に課題解決が喫緊の

事項を提言としていくつかあげる。 
 

提言１．避難所の運営について再構築 

 要援護者に対する福祉避難所の設置については、２

００６年「災害時要援護者の避難ガイドライン」が

内閣府の検討委員会によりまとめられ、各自治体に

福祉避難所の指定が提唱されている。自治体の取り

組率は高くなく、今回の被災地においても同様であ

る。更に被害が大きいこともあり、福祉避難所とし

て機能すべき所に一般被災者が多く詰め掛けてい

る状態がある。多発する大災害には、「福祉避難所」

の確立を早急に進めるべきである。 

 

提言２．避難所の介護保険の充実 

 災害時の介護保険のあり方は、平常時よりも柔軟か

つ迅速な処理が望まれる。避難所での新規摘要、ま

た継続摘要など制度の見直しにおいて課題である。 

 

提言３．被災地域の見守り体制の強化確立 

 避難所には様々な点で、まだ「目が届く」といえる。

しかし、居住が可能な家に在宅する被災者には目も

手も届いていない状況がある。生活物資も個別には

なかなか届いていない。ことに老老介護、老幼世帯

については、見守り体制の早急な確立が必要である。 

また、現在すすめられている仮設住宅においては、

居住が長期化することも考慮して、見守り体制を固

めておくことが必要である。 

 

提言４．被災者生活再建支援法の見直し 

 神戸の震災から生まれた「被災者生活再建支援法」

であるが、この制度を活用することで、復興が早め

られることと思う。ただ、今回複数県にまたがる大

災害となり、一口に「東北地方」とはいえ、県によ

り歴史・文化の違いがある。是非、地方自治の本旨

に則った摘要を願う。更に言えば、「地方自治」の

本旨はそこに生活する人びとの意思に他ならない。

現行の「被災者生活再建支援法」に自治の観点を盛

り込むことが必要である。 

 

提言５．雇用の確保 

神戸でも同様であったが、職場を失った人が多い。

甚大な被害をこうむった地域が津波被害を受けた

海岸沿いであり漁師が多いが工場地帯でもあった。

彼らの職場、（海・自営工場など）の早期の復興へ

の手立てはもちろんであるが、当座の問題として、

「自分たちのまちを、自分たちの手で再生しよう」

と立ち上がる人々には、短期・イレギュラーではあ

るが瓦礫の山の片付け、まちづくりのスタートとな

るハードな仕事を「有料の仕事」として提供しては

どうであろうか。 
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提言６．安心・安全・快適なくらしの早期確立 

 くらしを語る時、住宅のみならず、医療など生活に

必要な多面的な機能が整ったコミュニティが必要で

ある。現地では仮設住宅の建設地が少なく戸数の不

足が目に見えている。神戸の経験からは仮設住宅と

は、その名の通り「仮設」である。折角 新しい土

地に建設するコミュ二ティであれば、安心・安全・

快適なくらしが出来る環境を はじめから整えるこ

とを考えてはどうであろうか。 

 

提言７．7．情報提供の充実 

 災害現場では情報が不充分であることが多いが、今

回もやはり不足している状況がある。それでも被災

者が多くいる避難所には種々の情報が届けられる

が、自宅に止まっている被災者には情報が届かない。

個別に物資を届ける時にペーパー１枚でも情報を

一緒に届ける工夫は難しくない。今回は原発事故と

言う誰も体験しなかった災害も加わった。正確な情

報を迅速に届ける手立てが必要である。被災者の不

安を除去・軽減できる。風評被害も止めることが出

来る。 

 

提言 8．教育の充実 

 春休みが終わろうとしている。仮設住宅や県外避難

している子どもたちの不安は大きい。「２人担任」

など神戸での取り組みを参考とし、子どもたちの心

に寄り添う教育現場をつくってほしい。また、仮設

住宅においては独自の取り組みとしての移動図書

館や近隣地区の先輩学生達との交歓など、考えられ

る工夫が必要である。 

 

提言９．復興の確立 

 復興には、被災地の生の声を反映させることと、地

域の特性とを連動させた復興の手続きでなければな

らない。 

 

提言 10．地域の特性をとらえた復興の確立   

 高齢者が多い地域については「高齢者ひろば」「グ

ループハウス」等の設置を行い、安全・安心を図れ

るように配慮すべきである。 

 

以上、記してきたが現地の人々の再生へのエネルギ

ーとそれを応援する全世界の人々に改めて「人間とは

なんて素晴らしい」の感を抱いた。 
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 教訓は生かされたのか？ 

～いま、私たちにできることは～ 

 

  被災地 NGO 恊働センター 村井雅清 

 

 

1. 災害発生直後の動き 

（１） はじめに 

未曾有の東日本大震災から5ヶ月になろうとしてい

るが、主に福島県からの県外避難者を含む避難者は 9

万人にのぼる。こうした中で迷走し続けている政府は、

何とか第二次補正予算を成立させ、被災者生活再建支

援や二重ローン対策、福島原発事故に対する対策への

支援策を予算化した。 

 政府の復興構想会議は「減災」を打ち出した。しか

し、この減災については特に 2004 年のインド洋沖地

震津波災害以降、国際社会では議論がされており、筆

者も 2007 年から「減災サイクル」という考え方を明

確にし、この間講演やワークショップで強調してきた。

しかし残念ながらこの今回の被災地 3県では、発表す

る機会がなかった。 

（２）発災のその日に現地に向かった！ 

 さて、東日本大震災が発生したその日に当 NGO のス

タッフ 4名が被災地に向かった。事前に連絡を取り合

った山形のNPO関係者からの情報を得て宮城県名取市

に入り、翌日は炊き出しの手伝いなどをしていた。そ

こへ、東電福島原子力発電所が爆発したというニュー

スが飛び込んで来たため、筆者は現場に「米沢への撤

退！」を指示した。以来、米沢市内で活動する「クラ

ブ生協やまがた」にお世話になりながら、福島県から

避難してこられた被災者の生活サポート活動をして

いる。他方、筆者ともう一つの支援チームは 3月 25

日に岩手県遠野市に向かい、遠野市を拠点にしてすで

に支援活動をしていた遠野市在住の JC（青年会議所）、

NPO、議員、市社会福祉協議会、遠野市民などのメン

バーと「遠野まごころネット」を立ち上げ被災沿岸地

域（主に陸前高田、大槌町、釜石、大船渡など）を支

援している。現在同ネットは、県外からの約 50 団体

で構成されており、当 NGO はアドバイザーというポジ

ションで全体を見つつ、個別の現場では主に「足湯ボ

ランティア」と「生きがい・しごとづくり事業“まけ

ないぞう”」を展開しながら、被災者への寄り添い活

動を続けている。 

（３）ネットワークが生きた！ 

当 NGO は、1995 年の阪神淡路大震災をきっかけに発

足した NGO であるので、避難所において災害直後の被

災者の生活がどのようになるのかは、ある程度予測で

きた。ただ、これまでの地震災害や水害などとは違う

ことは、家も車も、船も何かも津波で流され、着の身

着のままで逃げてきた被災者と一方海岸から 2～3㎞

内陸に入ったところで住んでいた人が入り交じって

同じ避難所生活を送っていた。後者の被災者は、床下

もしくは床上に海水と油の混じった泥水が入ってき

たために家は残っているものの生活ができない被災

者であり、前者の被災者に気配りをしていたことが後

に伝わってきた。 

災害が発生したのは 3月 11 日である。東北の 3月

はまだまだ寒い。しかし、避難所に一つしかストーブ

がない上に、毛布すら充分になく寒さに震えながら耐

えていた。余震が長く続いたこと、ガソリンや灯油な

ど燃料が届かなかったことが被災者の避難生活に大

きく影響し、毛布の他とにかく救援物資などが“毛細

血管”を通って末端まで届かなかった。当初の 1週間

は凍ったおにぎりしか来なかったとか、保存食のカン

パン一枚を分けあって我慢したという衝撃的な証言

もあった。筆者は、阪神淡路大震災以来築いてきた災
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害ボランティアのネットワークを使って、携帯電話を

使い仲間に電話をかけまくった。その一人でもある静

岡県ボランティア協会の小野田常務とは阪神淡路大

震災以来のおつき合いをしている。その小野田常務に

「毛布を集めましょう！」「ガソリンがありません。」

「へりはあるのに燃料がないのです。」と惨状を伝え

続け、それを受けた同常務は、毛布を集め、ガソリン

を確保し、必要なところへ届け続けた。米沢で活動す

るスタッフから「毛布が全然足りない！」という SOS

を受けて、毛布を満載にした大型トラックが静岡から

米沢に向かい、間一髪間に合い、何とか寒さをしのげ

たということもあった。しかし、一方であちらこちら

から聞こえてくるのは「ボランティアが足りない！」

という現場からの悲痛な叫びだった。 

 

２．何故、阪神淡路大震災やこれまでの被災地

での教訓が生かされないのか？ 

（１）被災者の“つぶやき”から課題を探る 

避難所での運営のあり方、仮設住宅への意向に当た

っての注意などこれまでの災害で何度も経験し、失敗

も含めての経験をもとに「次はこうして行かなければ

ならない」ということは相当ノウハウを蓄積してきた

筈である。特に、5ヶ月を前にして、避難所生活から

仮設住宅への移行が進む中で、被災者からは「再建へ

先が見えない」「一人で何もできない。」など不安な声

が発信されている。ここで仮設住宅に関する被災者の

生の声（以下「つぶやき」という。） 

に耳を傾けて見よう。 

○ 仮設に入るよりここにいたら金がかからないか

らいいかなぁって迷っている。（5月 11 日、70 代男

性） 

○ 同じ部屋の人もみんな出てしまってひとりにな

ってしまうんだ。（5月 19 日、30 代女性） 

○ 仮設住宅に当たったけど、内緒にしてるんだ。（4

月 26 日、60 代女性） 

○ 何をするにも気をつかって。はぁー。仮設に入

っても気を使うんだろうねぇ。（4月 27 日、40 代女

性） 

○ 隣の人見たことないんだよ。誰が住んでいるかわ

からないよ。（6月 8日、70 代女性） 

○ 仮設、当たっても行きたいの半分、行きたくない

の半分。ここの人達は仲が良いからまとめて 10 世

帯とか一緒に入りたい。孤独死とかが怖い。（6月

15 日、60 代女性） 

7 月 17 日、予測はされていたものの、とうとう仮設

住宅での孤立死が発見された。孤立死をどのように定

義するのかによって事実は大きく異なってくるが、明

らかに「生前も一人での生活であり、誰にも看取られ

ずに亡くなった」ケースをいう。こうしたつぶやきと

襟を正して向き合うと、「孤立死の前に、孤立した生

がある」と阪神淡路大震災で指摘された言葉を思いだ

さざるを得ない。 

（２）孤立死の前に、孤立した生がある。 

筆者は、6月 12 日仙台で開かれた「被災者の孤立死

を防止するための有識者会議」に出席し、8つの提言

を出した。その中で「阪神淡路大震災の教訓は、孤立

死の原因は暮らしの中において、家族から、地域から、

コミュニティなどから『孤立していること』にある。

『孤立死の前に、孤立した生がある』ということに注

目しなければならない。従って、多様な取り組みによ

って被災者に寄り添い、多彩な関係づくりに全力を注

ぐこと」を強調した。 

しかし、未だに仮設住宅に集会所などコミュニティ

の場がないところが多い。先述したつぶやきを見ても

判るように、人と人との多彩な関係性がなければ孤立

する。実は、仮設住宅に移行したときにはこのことが

最大の課題だということは、早い段階ですでに政府関

係者にも申し上げていた。生死に係わる重大なことな

のに、何故迅速に対策ができないのか、筆者には理解

できない。政府の問題なのか、自治体の問題なのか、

どこに目詰まりを起こしているのか。今後もこうして

急ぐ課題であるにもかかわらず迅速に解決が出来な

いケースがでてくるだろう。ならば、せめてボランテ

ィアをどんどん仮設に入れて、炊き出しやお茶会、足

湯ボランティア、手芸品づくり、傾聴ボランティア、

何でも相談会、バザー、各種イベントなどなど多彩な
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活動を展開して貰えば被災者の不安は少しでも取り

除かれるし、孤立死を事前に防げることもある。次の

ようなつぶやきを聞いていると、とにかくボランティ

アが被災者の傍にいるだけでいいのだと分かる。 

○ みんなに助けられたから次はだれかの役に立ち

たいんだ。もう避難所の人が仮設に移ったら、（足

湯は）来てくれないんでしょ。（6月 28 日、70 代女

性） 

○ 畑もダメになっちまって、毎日仮設で寝っころ

がるしかねぇから、杖つかねえと歩げねぐなっちま

った。（6月 28 日、80 代女性） 

 

３．被災地に初心者ボランティアがたくさん駆

けつけたら混乱する！ 

（１）「初心者ボランティアは控えろ！」の大合唱 

何故か阪神淡路大震災以降、この方程式が出来上がっ

てしまった。だから、今回の東日本大震災の直後も「初

心者ボランティアは控えろ！」というマスコミでの表現

が目立った。阪神淡路大震災で、ボランティア活動の重

要性が認められ、災害対策基本法にも初めてボランティ

アの大切さが明記された。その後「特定非営利活動促進

法」（通称 NPO 法）が成立したことで、この国は新しい公

共へと大きく舵を切った。また、自助・共助の大切さも

繰り返し強調され、人間一人では生きていけないという

ことにも気づかされた筈である。しかし、被災地へ駆け

つけたボランティアの数は、発災後 2ヶ月で阪神淡路大

震災の 3分の 1であった。 

（２）ボランティアが織りなす多彩な関係と相互関係の持

続が被災者を救う。 

ここで阪神淡路大震災の時に注目された「ボランティ

ア元年」を振り返る。あの時に 1年間で約 138 万人のボ

ランティアが集まったことはよく知られている。しかし、

実は 2ヶ月ですでに 100 万人を超えていたことはあまり

知られていない。しかもその 100 万人の内、初心者ボラ

ンティアが 6割から 7割もいたことは、さらに知られて

いない。あの時の初心者ボランティアは、目の前で困っ

ている被災者に寄り添い、実に多彩なボランティア活動

を展開し、被災者を救ったのだ。 

民主党政権になって、前鳩山総理は「新しい公共」

宣言をした。その宣言文には、「一筋の光明は、行政

も被災し、企業や商店の活動が止まった地震直後の被

災地で人々の生活を支えたのが、被災者たち自身が自

発的に作った即席の共同体、NGO・NPO、全国から集ま

ったボランティアが作った「協働の場」だったこと

だ。」と、阪神淡路大震災での支えあいに触れられて

いる。 

この度の東日本大震災では、被害が広域であり、か

つ複合的であることから、政府も対策を打つのにどう

してもスピードに欠ける。また被災地の自治体におい

ては、町長が亡くなったり、職員の多くが亡くなった

りと行政の役割が果たせないほどの打撃を受けた。中

でも、消防団の人たちが任務に忠実であったために亡

くなったことは痛ましい限りである。 

こうして政府や行政が一時機能不全を起こしてい

るからこそ、ボランティアの役割に大いに期待できる。

救援物資の配布や炊き出しにはじまり、遅々として進

まない瓦礫の片づけを被災者の仕事にしようとNPOが

提案して実現させたり、“サンマ片づけ隊”といって

沿岸部の冷凍倉庫に貯蔵していた数えきれないほど

のサンマを、悪臭と戦いながらほぼ 5月の連休で一気

に片づけてしまったボランティアの行動には頭が下

がる思いである。また、被災地の至る所での“どろか

き”作業によって、被災者はようやく元の生活を取り

戻すことができ、充分な復旧ではない中でも自営業を

再開できて頑張っていた人たちの笑顔は忘れられな

い。 

こうして、ボランティアによって被災地は随分助け

られたことは明らかな現実である。 

（３）住まいに仮はあっても、暮らしに仮はない！！ 

今、避難所から仮設住宅に移行する中で、いろいろ

な不安がつきまとうことはすでに触れた。ともすれば

被災地の行政は、被災者の自立を促すことを理由に、

避難所を早々と閉鎖するだろう。そうなると、最後ま

で残る被災者を誰が丁寧にサポートするのであろう

か。最後まで残るのは「災害弱者」なのだ。 

また、仮設住宅に移っても買い物に行くにも、病院



特集  東日本大震災への提言・現地報告 
 

日本災害復興学会誌 No.3 8
 

に行くにも“足”がない。あるいは集会所や談話室な

ど、気軽に集まってワイワイとおしゃべりをするとこ

ろもないケースが少なくない。狭い仮設の暮らしで充

分勉強もできない子どもたちのためには、仮の図書館

や仮の児童館のようなものも不可欠だろう。何よりも

先々の見通しが立たない不安な日々を送らなければ

ならない特に高齢者にとって、ただ黙って寄り添える

のはボランティアの仕事でもある。 

避難所の閉鎖に伴って起きうる心配事をじっくり

被災者から聞き出し適切な対応ができるのも、仮設住

宅に移行してもただただ、寄り添ってお話を聞き続け

るのもボランティアができる。最も最優先で支援しな

ければならない被災者に障害者もいる。阪神淡路大震

災の教訓から、この障害者たちにマンツーマンで寄り

添う体制を築いた「ゆめ風基金」という NPO もある。

あげれば枚挙にいとまがないほどボランティアの必

要性は明らかである。ならば、これから長期化する被

災地へのボランティア受け入れには、各ボランティア

センターは積極的にならなければならない筈である。

しかし、残念なことに一部のボランティアセンターで

は、「個人ボランティアお断り」とか、「ニーズが減っ

ているのでひかえてください。」というような張り出

しをしているところもあると聞く。また、仮設の担当

を行政から委託を受けた NPO が担っていることから、

これまでは何の問題もなく仮設住宅で活動していた

のが、急にその NPO のルールに従わなければ入れない

という事態も出てきた。これではもし、避難所で知り

合った被災者が仮設に移り、久しぶりに仮設に会いに

行こうとしても、その NPO の許可がいることになる。

知人に会いに行くのに届け出や許可を求めるという

のは人権問題でもある。 

 

４．いまこそボランティアは被災地にどんどん

行こう！ 

（１）ボランティアは地域再生の黒子 

政府の復興構想会議提言の「Ⅱ本論 第 1章新しい

地域のかたち (1)序」の中の文章に次のような表現

がある。少し長いが引用する。 

――留意すべきは、さまざまな施策を講ずるに際し

て、人と人とを切り離すのではなく、人と人とを結び

つける工夫である。「つなぐ」ということは各種施策

をつくるハード面でも、コミュニティをつくるソフト

面においても、同じように重要である。すべてを喪失

した地域の再生を考えるにあたって、まず必要なのは、

被災した人々の声を聴きつつ、その要望を実現できる

ところに「つなぐ」ことである。多様な要望を正確に

迅速に伝える機能は、要所要所にパイプをもち的確に

その声を届け、実現に導く人材によって担われる。彼

らは、人と人を、また人と組織を「つなぐ」ことを続

け、やがてはコミュニケーションのネットワークを形

成し、地域のコミュニティを再生させる役割を果たす

人材に成長していく。彼らが、ボランティアなどの形

で被災地の外から立ち現れ、自らの活動を通じて人と

人を「つなぐ」と同時に、そうした活動を支える被災

地の人材を育成するようになることもあろう。――と

あり、さらに続けて――そこには、ボランティアから

雇用へと向かう道筋も当然用意されよう。――とまで

踏み込んでいる。 

（２）あらためてボランティアの意義を 

振り返れば、阪神淡路大震災でボランティアの重要

性が認められ、災害対策基本法第 8条に書き込まれた

のは、「ボランティアによる防災活動の環境の整備そ

の他国民の自発的な防災活動の促進に関する事項」で

あった。 

先の構想会議提言を読むと、東日本大震災を受けて、

今度は是非、復興基本法の中に「ボランティアによる

復興活動における環境整備が不可欠」とでも明記され

ることを提言する。 

（３）具体的な提言 

① より充実した復興課程での暮らしをサポートす

るために、仮の住まいである仮設住宅（みなし仮設

も含む）での暮らしについて、政府および行政は、

積極的にボランティア活動が展開できるような環

境を整備する。 

② そのためには、被災者の生の声を真摯に聴き続け

る必要があり、被災自治体は「足湯ボランティア」
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をすべての仮設団地に導入する。 

③ 被災自治体は、災害前の被災者の暮らし方に最大

限配慮し、例えば仮設団地に畑もしくはその代替を

つくる。または、仮設店舗を積極的に建設し、被災

者自ら特技を生かした商いができるように支援す

る。 

④ 被災自治体は、戸数には関係なく仮設団地には必

ず調理施設付きのコミュニティセンターを設置す

る。スペースがないならば、仮設住宅の空き部屋を

有効活用する（仙台市はすでに有効活用をしてい

る。）。 

⑤ ボランティアが被災地から撤退すれば、たちまち

被災者は困る。つまり構想会議で提言している「つ

なぎ」役がいなくなるということである。最低限の

役割を担うボランティアを被災自治体はボランテ

ィアを雇用することを義務づける。その際に、ボラ

ンティアを雇用した自治体には「雇用調整金」のよ

うなものを国が払う。 

⑥ ボランティアが提案し、被災者の収入にもつなが

る事業については「新しい公共」政策でも繰り返し

強調されていた「ソーシャル・ビジネス」の育成に

もつながるので、国及び自治体はこれを積極的に支

援する。少なくとも、被災者の収入につながる事業

には課税しないこと。 

⑦ 2005 年から政府が積極的に取り組んできた災害

時における要援護者支援に関連して、この度の東日

本大震災においても、実に献身的に取り組んでいる

ボランティアがいる。国は、この人たちが地方自治

体に一定期間雇用されるよう配慮する。何故ならば、

彼ら彼女らの働きのおかげで、要援護者の人たちは

確実に救われているからである。 

⑧ 仮設住宅での暮らしから、いよいよ終の棲家への

暮らしと移行する時のことを考え、敢えて今、避難

所から仮設住宅へ移る段階で自立に向かうための

多彩なメニューを提示し、ボランティアとともに被

災者が取り組むことで、自立の一歩を踏み出すこと

ができる。国、行政は、被災者が希望を持って、元

気に仮設を後にするというコミュニティを仮設で

つくることを全面支援する。これは「新しい公共宣

言」で掲げた「協働の場」づくりでもあるのだ。 

⑨ こうした復興課程におけるボランティア活動を

積極的に支援し、そのことがより効果的に成果をだ

すには、政府や地方自治体が積極的に展開している

各種支援策など情報を被災者に正確に伝えること

である。そのために避難所でも実績を積んできたボ

ランティアによる「情報サポーター」を雇用し、被

災者を対象に研修システムをつくり、新たに被災者

を「情報サポーター」として、原則仮設住宅 50 戸

に一人の情報サポーターを雇用する。 

⑩ ①～⑨までのボランティア活動を持続するには

資金も必要である。政府や自治体がボランティアに

活動資金を提供するのはボランティアの趣旨にそ

ぐわないだろう。そこで、「新しい公共」に伴う各

種施策のなかに、大幅な税制優遇措置やそのための

「仮認定」制度などが用意されているが、少なくと

も今回のような大災害時には、時限付きででも「届

け出」だけで、NPO 法人として認定するべきである。 

（４）終わりに 

1000 年に一度とか、未曾有の大災害と表現される東

日本大災害となった。私たちはこの災害で亡くなられ

た犠牲者のことを、決して忘れてはならないことはも

ちろんのことであるが、他方奇跡的に助かった被災者

の過酷な体験と苦しい心情に少しでも寄り添い、「せ

っかく生きながらえた大切ないのちを尊重する」ため

にも、次に示す被災者のつぶやきを紹介してこの拙論

を閉じる。 

○ 地震の時、車ごと流されて、三時間半泳いでやっ

と丘の上についた。泳いでいる途中、100 人以上の

遺体。足つかまれたり、色々したけど自分の事だけ

で精一杯だった。そこから 7時間歩いて避難所に着

いて、すぐ病院に連れて行かれて 4 日間入院した。

１週間、何食べても戻した。（4月 19 日、50 代男性） 

○ ～町だったんだけど、村が壊滅した。今は遠野の

アパートに義理の妹（隣に座っている方）ともう 1

人の 3人で住んでいるの。旦那が流されちゃってま

だ見つかってないの。見つけてあげたいから今日も
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（遺体安置所）回ってきたんですよ。海に流された

遺体はもう分かんないらしくって、身体の特徴とか

を張り出してあるんだけどね。なかなかね。私は高

台に逃げたんだけど海が黒くてね、おしよせてくる

のよ。財布しか持って出なかったから着のみ着のま

まなんだけどね。（5月 3日、50 代女性） 
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  被災地行政支援に参加して 

 ―復興計画に生活再建の視点を忘れずに― 
 

  神戸市 元生活再建本部次長   桜井誠一 

 

 

 

 

1. はじめに 

神戸市は 3 月 11 日翌日から政令指定都市である仙

台市に先遣隊を送り、災害対応への助言を行うととも

に、主に若林地区の避難所運営に携わった。 
また、仙台市の隣接市である名取市からの要請に基づ

いて、名取市災害対策、復旧・復興などに総合的な助

言や実務対応へ職員派遣を行っている。 
その他、市の多くの部局が様々な被災地に支援を行っ

ているが、いわゆる「対口支援」としての支援は仙台

市と名取市になっている。 
筆者は名取市へ総合的なアドバイスをする役割で 4

月 12 日からの一週間、5 月の連休と中旬にそれぞれ 2
泊 3 日と現地に入り、阪神・淡路大震災の経験を踏ま

えて復興や生活再建への道筋や考え方について説明

するとともに、他の神戸市職員とともに、仮設住宅入

居手続き、弔慰金・生活再建支援金などの給付事務に

ついて、準備、立ち上げの支援を行った。 
ここでは、名取市の活動や状況について報告すると

ともに、復興・生活再建についての助言について報告

をする。一方、福島県の被災地は、まだ避難の状況に

ある。また、三陸沿岸部の被災地ではガレキ撤去が進

んでいないところもある。名取市の取り組み状況が被

災地一般を代表しているものではないということを

理解してお読みいただければと考える。 
 

2. 名取市の概要と被災の状況 
（１） 概要 

名取市は、仙台市の隣接都市で仙台都市圏の一角を

なす市である。人口約 7 万 3 千人で、仙台市のベッド

タウンの役割と同時に仙台空港を抱え、平成 22 年国

勢調査では、多くの市町村が人口減少に悩む中、人口

が増加している市でもある。また 65 歳以上人口比率

も 19,1％と若い世代の多い都市である。（ただし、被

災地区は古くからの町であり、高齢化は進んでいると

みられる。）漁業では赤貝、農業では野菜やメロン、

花きではカーネーションなどが有名であるが、農業従

事者は人口の約 10％、漁業従事者は約 0.1％といった

状況である。有名な笹かまぼこの工場などもある。 
 

（２） 被災の状況など 
地震というよりも、津波によって大きな被害を被っ

ている。被害はいわゆる東部道路から東に集中し、閖

上、下増田といった地区に被害は集中した。人的被害

は 7 月 11 日現在で死者 911 人、行方不明者 93 人、住

家被害は全壊 2,774 棟、大規模半壊 213 棟、半壊 685
棟、一部損壊 7,201 棟となっている。仮設住宅につい

ては、1104 戸のうち 775 戸が入居、民間賃貸仮設は

995 戸の申込み数となっている。4 月当初 15 か所約

1600 人いた避難所は 6 月 22 日に解消している。 
また、公共施設なども被害を受けており、農業施設、

水産施設、上下水道など多くの被害が出ている。これ

らの公共施設等の被害は約 700 億円と試算されてい

る。罹災判定などについては、一旦落着きを見せてい

たものの、高速道路無料化などの政府施策によって、

再び増加している。 
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２．支援の内容 

（１）支援要請の内容 

名取市から 4 月 2日付で神戸市に要請された支援

内容は、次のとおりである。 
① 災害復興計画に関する指導、助言業務、要員

派遣 
② 災害救助法に基づく諸制度運用、実施に関す

る指導業務、要員派遣 
③ 災害救助法に基づく制度周知等に関する助言、

指導業務 
④ 仮設住宅への入居申請及び入居決定等に係る

指導業務、要員派遣 
 

（２）助言と提案 

この要請に基づいて助言するため、まず現状を把握

することから始めた。被災地の現場、避難所、仮設住

宅予定地などを回り、被災された方などから状況を聞

くとともに、災害対策本部、各担当職員の方が対応し

ている状況を見分した。 
その後、阪神・淡路大震災で学んだことを比較しなが

ら全般的なこととして次の助言を行った。 
① 情報の入手と整理チームの必要性 
② 各事業の目標設定と進捗状況の把握 
③ 関係者間の情報共有の仕組みづくり 
④ 市民への広報や問い合わせ機能の明確化 
⑤ 避難所調査や産業被害・雇用状況の調査実施 
⑥ 復興・生活再建基本方針の策定と組織の設置 
⑦ 復興・生活再建について、学識経験者や市民と

の議論の場づくり 
また、現場で見分した中からの個別事項として災害救

助法の活用方法、避難所運営の在り方や罹災家屋調査

などの方法、被災者台帳システムなどについても助言

を行った。 
 
（３） 職員の派遣 

名取市には 4 月 1日から総合的なアドバイザーのほ

か、応急仮設住宅、給付事業、罹災判定業務、ボラン

ティアセンター、復興都市計画、学校教育などに派遣

を行っており、9 月からは復興計画の具体的な作業に

都市計画職員の長期派遣も行う予定である。 

 

３．名取市復興計画策定への取り組み 

（１）計画策定組織とスケジュール 

名取市における震災からの応急復旧や復興計画策

定への取り組みは、市長のリーダーシップのもと迅速

に行われており、他の被災地と比べると非常に早い。 
 復興計画では、市長を本部長とする「名取市震災復

興推進本部」を設置、学識経験者や被災関係団体など

からなる「名取市あらたな未来会議」とそのワーキン

グ部会を設置している。 
第 1 回の「名取市あらたな未来会議」は 5 月 22 日

に開催され、7 月末までに、すでに 5 回の開催を重ね

ている。さらに市民との「100 人会議」の実施や被災

関係団体への調査なども実施され、9 月中旬の計画策

定に向けて精力的に取り組まれている。 

名取市未来会議資料より 

図 1 策定スケジュール 

 

（２）復興計画の骨格案 

 未来会議では、復興計画の骨格案や被災地区の土地

利用計画案や安心安全対策案などが示され、具体的な

意見の交換が行われている。 
復興計の骨格案では、取り組みの期間としては再生期、

展開期、発展期と３つステージに分けて全体で 7 年の

計画案となっている。 
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① 復興への取り組み基本方針として 
ア、 「強い絆で結ばれた暮らしの復興」として住

宅と暮らしの再建支援、復興と未来を支える

人づくり、コミュニティを支える地域力の醸

成 
イ、 「活力ある産業・地域らしさの復興」として 

    地域に根付いた産業の再生と強化、時代を先

取りする企業誘致と雇用の創出、地域資源を

生かした名取ブランドの確立、名取らしい風

土を感じる観光・交流の推進 
ウ、 「住み続けるまちの復興」としては、迅速な

災害復旧、復興を支え・元気を支える土地利

用の推進、魅力ある市街地の形成 
などを掲げている。 
② 復興をけん引する連携プロジェクトとして、「明日

への希望をつなぐ沿岸部復興プロジェクト」「みん

なの思いを未来につなぐ震災メモリアルプロジェ

クト」を掲げている 
③ 被災地区である閖上・下増田地区の復興方針とし

ては、「住む人に安心感がある」「名取市全体、市

民全体で考える」「土地の記憶を継承する」「地域・

集落の持続性を大切にする」「時代の暮らしを見据

えた新しいまちづくりを目指す」 
となっている。 

土地利用計画案などでは、津波被害からの安全のた

め「堤防・道路等による多重防御案」、「沿岸部土地利

用方針案」が津波シミュレーションとともに示されて

いる。また、「防災集団移転促進事業」「被災市街地復

興土地区画整理事業」などによる事業手法での基盤整

備費や地権者負担などの比較も行われている。 
（３）市民等の意見など 

 市が主催する 100 人会議などには 50 歳以上の男性

の参加が多く、新たな住居確保や雇用についての支援

策を求めている。また、土地利用計画案に対する意見

では、いずれも安全・安心できる都市基盤を求めてい

る。「どうする閖上」「閖上復興まちづくりを考える会」

「新生なとり市民の会」「名取市東部震災復興の会」

などの団体や、商工会議所、PTA など様々な団体の意

見も聞く機会を設けているが、その中からは、事業に

対する個人負担の問題や産業を集約した場合の生活

問題、事業が完成するまでの生活問題などの懸念が提

起されている。市当局も国３次補正への見通しなど政

府の混乱から不透明な部分も多く、答えられないこと

も多い状況にある。 
 
４．阪神・淡路大震災復興の教訓から 

 名取市だけではなく、仙台市、他の支援者や政府関

係者などからも、特に復興計画づくりや生活再建の考

え方について説明を求められた。その際に説明をして

いる留意事項や考え方は次のとおりである。 

 

（１） 復興計画づくりでの留意事項 

復興計画策定における重要要素として次のことに

留意すること 
①市民生活全般の復興の計画を地方主導で 
大きな災害では市民生活の再建にいたる復興の過

程を示す復興計画が必要。復興計画は地方が策定し、

国が支援するもの 
②被害状況の把握  
③二段階の策定手法 
骨子となるガイドラインから詳細な内容へ、また 

分野別計画から全体計画への統合が重要 
④幅広い専門的叡智の結集 
早い段階で、高い専門的見地で方向性を定める 

⑤「急いで作る」vs「市民の参画」 
急いで策定する必要があるが、市民には時間が不十

分 
大きなフレームを早急に決め、詳細は市民の参画を

得て時間をかけるという方法が有効 
⑥重点を明らかにする 
資源の重点配分のために重要、広域の巨大災害には

この点はより重要 
⑦ 計画策定能力 
日頃、自らのまちのビジョンをしっかりと考えるこ

とで養われる 
⑧ステークホルダー 
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幅広いステークホルダーの結集が重要。市民参加の

多様な形態を工夫して実現することが重要 
⑨信頼関係 
あらゆる階層の信頼関係構築を図っておくことが

重要 
⑩パッションおよびリーダーシップ 
さまざまな場面、組織でのリーダーのパッションと

リーダーシップが重要 
⑪復興計画の実現 
ステークホルダーの参加を得て PDCA サイクルで

検証しながら進める。復興資金の確保のための多様な

工夫も必要（復興基金など） 
 

（２）生活再建支援と復興計画の考え方 

復興と言えば、ハードのイメージだけが強いが、復

興の基本構造としてはインフラや住宅、経済の復興施

策を通して人々の暮らしの復興、つまり生活再建を最

終目標とするものである 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 復興事業の基本構造〔神戸市復興検証等〕 

 

生活再建とは何なのか、人々が生活再建したと実感

するということは、どのような要素なのかを、阪神・

淡路大震災発生から 5年目に市民との協働で実施した。

総括・検証で調査した結果、回答の多い順に「すまい」

「（人と人との）つながり」「まち（づくり）」「こころ

とからだ」「そなえ」「くらしむき」「行政とのかかわ

り」の７つの要素であった。このうち、「すまい」は

住宅の復興であり、「まち（づくり）」は都市の基盤と

建物の復興、「そなえ」は安全な都市づくり、「くらし

むき」は経済の復興と言える。 
つまり、生活再建固有の要素は「つながり」「ここ

ろとからだ」「行政とのかかわり」の３つである。「つ

ながり」とは仲間づくりであったり、新しいコミュニ

ティへの参画であったりする。「こころとからだ」で

は、身体は回復しても多くのものを失った悲しみをど

のように乗り越えたか、被災体験をどのように意味づ

けるかが重要となる。 
「行政とのかかわり」では、制度としてかかわられ

るのではなく、一人の人間として関わって欲しい、一

人の人間として公平に扱って欲しいという趣旨であ

った。 
この３つの要素が住宅・都市基盤の復興、安全な都

市への復興、産業経済復興と有機的に結び付くことに

よって生活再建を実感するのである。 
言い換えれば、復興計画の中に、この３つの要素を

どのように関連づけ、位置づけるかが重要なのだと言

える。また、復興計画は被災した人々、地域社会・経

済が自立的に回復するために、自ら描く未来図であり、

工程図である。その中には自ら努力すること、援助が

必要なこと、日本社会、国際社会に貢献できることな

どが盛り込まれなければならない。 
さらには、障害を負った者が治療→受容→新たな価

値獲得といった社会復帰を果たすプロセスのように、

それぞれのステージ毎に支援のメニューが用意され

なければならない。 
 

４．生活再建を考えた復興計画の視点を 

復興構想会議の答申や国の復興基本方針が出され、

各被災地自治体では復興計画策定の議論を進めてい

く時期に入っている。国土交通省では、それぞれの地

域にコンサルタントを派遣助成するとともに、省内に

復興都市計画などの経験者を入れた地区毎のアドバ

イザーチームも発足し、既存の事業手法の改善も検討

されている。 
津波による被害ということでは、あらたな防波堤・
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防潮堤や土地基盤の再生強化などハード面に主眼が

置かれがちになる。計画づくりの中では、地域のコミ

ュニティーや絆という言葉盛り込まれていくが、その

具体的な施策となると現行制度の延長では見えにく

く、弱い。 
農村・漁村といった集落で暮らしていた人々にとっ

ての生活システムは、ハードの造り方によっては破壊

され、格差と分断を生む。また、グローバル化や市場

競争をにらんだ未来志向も大切であるが、社会的企業

による生活支援の仕組みや社会的包摂といった視点

での取り組みも重要である。そのためには、その地域

にあったソフト施策が実施できる「使い勝手の良い交

付金等」と言われるものの姿に期待をしたい。 
今は、すでに仮設住宅での生活が始まっているのに、

その生活を支援する財源すら見えていないのである。 
 そこで暮らす人々の生活再建を抜きにした復興計

画であってはならないのである。 
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 災害後における障害者支援と個人情報 

―JDF みやぎ支援センターへの提言 
 

  大分大学教育福祉科学部 山崎 栄一 

 

 

 

 

1. 第 1 回訪問（2011 年 4 月 24 日） 

 筆者が、提言をするきっかけになったのは、同志社

大学社会学部立木茂雄教授による現地調査に同行さ

せていただき、現地調査の一環として、仙台市内にあ

る JDF みやぎに災害後における障害者への支援の状

況についてインタビューをさせていただいたのがき

っかけである。JDF の正式名称は「日本障害フォーラ

ム」である。2004 年 10 月に設立され、現在は全国 13
の障害者団体・関係団体によって構成されている。大

震災を機に、2011 年 3 月 18 日に「JDF 東日本（東北

関東）大震災被災障害者総合支援本部」を立ち上げ、

3 月 30 日に現地支援センターとして JDF みやぎ支援

センターが設置された。  

 
第 1 回訪問時の写真（左から松本亜沙香氏（同志社大

院生）、立木茂雄教授、西川茂氏、大野健志氏、筆者） 

 
 4 月 18 日にみやぎ支援センターは、JDF に対する

要望書（「東日本大震災被災障害者に対する緊急支援

ならびに中・長期の課題について」）の中で、①開設

からの 20 日間で、約 240 箇所の避難所を訪問してき

たが、そのうち確認・対話できた障害のある方々は 140

人にとどまっており、津波被災地域の沿岸部自治体の

障害者手帳所有者の数は 53，511 人からすると、わず

か 0.26％であること、②個人情報保護法の制約を緩和

し、障害者手帳等の台帳情報を開示していただき、障

害のある方々の実態把握や支援活動を可能にしてい

ただきたいこと、を提唱している。 
状況をお伺いする以上は、障害者の方の所在を把握

することが難しいとことで、「障害者の方に出会いた

いが出会うことができない」というコメントが印象的

であった。 
 ただ、気になったのは要望書の中にある「個人情報

保護法の制約を緩和し」という文言であった。障害者

手帳等の台帳情報を所有しているのは基本的には市

町村で、障害者の個人情報は市町の個人情報保護条例

に基づいた取り扱いが求められているのである。した

がって、市町村に対して障害者の個人情報の提供を要

請するのであれば、どのようにすれば個人情報保護条

例に抵触することなく提供をしてもらえるのかにつ

いての知識が必要となる。 
 そこで、筆者は JDF みやぎ支援センターが、法制

度上きちんとした要望ができるよう、いくつかのアド

バイスをさせていただいた。 
 

2. 問題の整理 

（１）基本的な語句 

ここで、個人情報の収集・共有に関する基本的な用

語に言及しておくことにしたい。 
〔実施機関〕 
実施機関とは、個人情報保護条例による個人情報の
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保護に関する制度を実施する機関のことを指す。具体

的には、市町村長（区長、福祉事務所長、保健所長、

建築主事等を含む）を指す。 
〔目的外利用〕 
目的外利用とは、実施機関が保有する個人情報を、

当該個人情報の利用の目的以外の目的のために、実施

機関内部で利用することをいう。 
市町が所有している障害者に関する情報を、災害に

おける安否確認のために利用することは目的外利用

にあたる。 
〔外部提供〕 
外部提供とは、実施機関が当該実施機関以外のもの

（JDF も該当する）に個人情報を提供することをいう。 
〔存在情報と支援情報〕 
筆者は、障害者といった災害時要援護者の所在につ

いての情報を「存在情報」と位置づけている。他方、

所在が判明し、具体的な支援のニーズ等についての記

載も加えた情報を「支援情報」と位置づけている。こ

こで、個人情報保護が問題となるのは、存在情報の収

集・共有である。 
 

（２）目的外利用・外部提供を正当化する根拠 

 上記にある、目的外利用・外部提供は、原則として

は禁止されているが、個人情報保護条例には、それが

許されるケースが規定されている。 
 まず、「本人の同意」があれば法的な問題はない。

本人の同意が得られない場合であっても「本人の生

命・身体の安全のため」、「相当の理由がある場合」、「公

益上かつやむを得ない理由がある場合」、「公益上かつ

やむを得ない理由がある場合」、「個人の権利利益を侵

害するおそれがない場合」、「個人情報保護審議会・審

査会の諮問を経た場合」には、目的外利用・外部提供

は許されているのである。 
 
（３）正当化を根拠づける条項の整理 

〔本人の同意〕 
個人情報を「目的外利用」「外部提供」するといっ

ても、本人の同意があれば法的な問題はない。ただし、

本人の同意を得るには本人とアプローチができてい

ないと不可能である。大震災においては、そもそも行

政や JDF が本人とアプローチができているかが問題

である。 
仮に、行政が障害者の存在情報を把握できているの

であれば、本人の同意を得てから JDF に提供しても

らえば問題はない。ただし、いちいち本人の同意を得

るだけのマンパワーがあればの話である。 
〔本人の生命・身体の安全のため〕 
障害者は、災害時においては脆弱性のある存在であ

るということは異論はない。そういった障害者に対し

て支援が及ばないばかりか、存在さえも分からないと

いうのは、無責任にもほどがあるのではないか。少な

くとも、重度の障害者については、この条項を用いて

積極的な情報共有が図られるべきである。 
〔相当の理由がある場合〕 
ここにいう、相当の理由がある場合の意味であるが、

市町村がそれぞれ作成している個人情報保護条例の

解釈の手引を見ると以下のような意味合いが考えら

れる。 
・社会通念上、客観的に見て合理的な理由があること

（長野市） 
・個人情報の取得に伴う住民負担の軽減、行政サービ

スの向上等、客観的にみて合理的な理由（室蘭市） 
・住民の負担の軽減や行政サ－ビスの向上に資する場

合や行政事務を効率的・迅速に処理する場合で、個人

の権利利益を侵害するおそれがないことが明らかで

あるとき（呉市・天草市） 
このように見ていくと、「障害者の存在情報の取得」

であるとか、「障害者に対する支援の円滑化」という

名目でも、十分相当な理由があると考えられる。 
〔公益上かつやむを得ない理由がある場合〕 

ここでは、「やむを得ない理由がある」に該当する

かどうかが問題となり得る。 
個人情報を共有しないと、障害者の存在情報が得ら

れないために、支援活動に支障が生じる。支援活動が

展開されないことによる重大な損失が生じる可能性

がある。ということを説明すればいいのではないか？
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このあたり、「本人の生命・身体の安全のため」の理

由付けと重なる所がある。 
たいていの市町村においては、外部提供を行う際に

はこのような取扱を求めている。 
〔個人の権利利益を侵害するおそれがない〕 
このような条文が存在していたとしても、障害者に

対する支援のための情報共有であるので、個人の権利

利益は侵害されない。 
仮に、一度アプローチをしてみて、「これ以上の関

与はしないでほしい」といわれれば、撤退すればする

ことである。「なぜここに来たのか」というよりも、

むしろ「なぜこれまで来てくれなかったのか」という

意見の方が多いのではないだろうか。 
〔審議会の諮問〕 
「相当の理由がある」あるいは「公益上の理由があ

る」かどうかを第三者的に判断してもらうために、個

人情報保護審議会・審査会の諮問を経なければならな

いという規定を設けている条例が多い。 
その場合には、個人情報を目的外利用あるいは外部

提供する「必要性」を明らかにした上で、「どこの部

局と共有するのか」「どこの団体と共有するのか」、「情

報を提供する範囲」、「情報の使用用途」、「情報のセキ

ュリティーの担保手段」を審議会に説明する必要が出

てくる。 
もっとも、個人情報を「目的外利用」「外部提供」

するのであれば、上記の事項は当然考えておかなけれ

ばならない事柄であるので、特段難易度の高い作業で

はないと思われる。しかし、政令市レベルの自治体と

なると個人情報保護に関する視点が厳しいので、説明

には慎重を期しておいた方が無難である。 
 

3. 行政に対する要望書の提案 

 上記の論点を踏まえて、筆者は行政に対する要望書

の提案を行った。内容は以下の通りである。 
 
（現在の状況） 
日本障害フォーラム（JDF）（以下、「JDF」と略す）

は、東日本大震災の発生に伴い、障害者に対する支援

活動を展開してきた。 
しかしながら、東日本大震災を向かえ、被災地にお

ける障害者の支援活動を行おうとしても、障害者の所

在そのものがつかめない状況にある。障害者は、災害

に対して脆弱性を有している人たちであって、一刻も

早いアプローチと支援の開始が求められている。障害

者の存在情報の把握ならびに共有は喫緊の課題であ

ることを認識すべきである。 
その際に、障害者に関する情報を「目的外利用」な

いしは「外部提供」する必要性が出てくる。その際に

は、障害者に関する情報を所有している市町村の個人

情報保護条例を柔軟に運用することで、障害者情報を

「目的外利用」ないしは「外部提供」することが可能

である。 
JDF は、それぞれの市町村が個人情報保護条例を活

用することを切に要望するものである。 
（目的外利用） 
被災地の市町村が被災後の障害者の所在をどこま

で把握できているのか。最低限でも、障害者の安否情

報は把握してしかるべきである。 
そのためには、平常時から保有をしている障害者に

関する情報の活用が必要不可欠なものとなる。少なく

とも、実施機関内における情報共有によって、障害者

の存在情報が把握されるべきである。 
そうなると、障害者に関する情報を有している福祉

部局と窓口レベルあるいは現地レベルで障害者との

アプローチをしている可能性が高いその他の部局と

の間で、それぞれの情報を突合していくという作業が

必要となる。福祉部局が有している情報をその他の部

局に渡すとなると、その時点で「目的外利用」となる

が、それぞれの市町村の個人情報保護条例にある状況

を活用すれば十分に可能な措置である。 
（外部提供） 
障害者に関する情報はセンシティブ情報であるの

で、提供先における情報セキュリティーの確保が担保

されてから提供がなされるべきである。JDF は、2004
年に発足して以来、障害者の支援活動の従事してきて

おり、それぞれの加入団体の個人情報保護が整備され



特集  東日本大震災への提言・現地報告 
 

 日本災害復興学会誌 No.3  

 
19

ているので、提供先としては問題がない。 
また、2011 年 3 月 30 日付の宮城県障害福祉課から

各市町村障害福祉担当課に発せられた通知「件名：

JDF 東北関東大震災被災障害者総合支援本部みやぎ

支援センターの活用について」において、「また、避

難所に入っていない障害者の状況についても訪問調

査し、必要物資の聞き取りや運搬等も行いたいとのこ

とですので、要援護者の安否確認、情報提供、支援物

資の支給等についてもあわせて活用を御検討願いま

す」とあり、市町村と JDF との間の情報共有が県か

らも要請されていることから、積極的な「外部提供」

を要請するものである。 
その際には、目的外利用と同等に、それぞれの市町

村の個人情報保護条例にある状況を活用すれば十分

に可能な措置である。 
添付のファイルには、活用が可能な条項を提示して

いるので、それぞれの市町村の解釈運用方針に従って、

目的外利用・外部提供を積極的に促進していただきた

い。 
以上 

 
ここにいう添付ファイルであるが、各市町村の個人

情報保護条例に規定されている、目的外利用・外部提

供を可能にしうる項目と、具体的な条文を示しておい

た。 
 

4. 行政に対する交渉方法についての提案 

筆者は行政に対する交渉の方法についても以下の

ようなアドバイスをさせてもらった。 
市町に要望する際には、まず、「市町が障害者の存

在情報をどこまで把握できているのか、障害者の情報

を取り扱っている部局はどこなのか、障害者と接触す

る可能性のある部局はどこなのか」を伺ってから、要

望や提案をしていった方がよい。 
要望や提案のパターンとしては以下のようなパタ

ーンが想定される。 
Ⅰ 市町が、障害者の存在情報を把握できているので

あれば、障害者「本人の同意」の上で JDF に提供し

てもらうようにお願いすればよい。 
Ⅱ 市町が、存在情報を把握できていないのであれば、 

①まずは目的外利用によって、市町内においては存

在情報を把握できるように要請をする。しかるのちに、

「本人の同意」の上で JDF に提供してもらうように

お願いする。 
 ②そこまでのマンパワーがない、あるいは余裕がな

いのであれば、JDF に「本人の同意を得ない」で情報

を提供してもらうように要請をする。そして、存在情

報が明らかになるごとに市町村長に報告をする。 
そして、JDF 自体も、個人情報保護に留意している

ことに加え、具体的に、実際にどのようにして障害者

の情報を利用するつもりなのか、そもそもどのような

内容の情報が必要なのか、について市町村長に伝えて

おいた方がよい。 
 
5. 第 2 回訪問（2011 年 5 月 19 日～20 日） 

第 2 回訪問時において、5 月 19 日（木）には、こ

れまでに行ってきた助言内容の確認と、今後の要望に

関する方針を伺うことになった。 

 
第 2 回訪問時の写真（左から阿部一彦氏、筆者、株木

孝尚氏、磯部光孝氏） 

 
5 月 20 日（金）には、女川町 石巻市 東松島市

の 3 市町に要望書を渡すべく、筆者も同行させてもら

った。 
要望書を渡し終えたあと、以下のような助言をさせ
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ていただいた。 
 

・とりあえず、市町村がどこまで障害者の存在情報を

把握しているのかを質問すべきである。 
・訪問する市町村ごとの個人情報保護条例を調べてお

いた方がよい。どのような理屈で目的外利用や外部提

供が可能なのかを指摘できるぐらいの知識を持って

おかないと、相手方に言いくるめられてしまう。 
・災害時要援護者の台帳作りがどこまで進んでいたの

かも聞いておいた方がよい。 
・今問題になっているのは、「存在情報」にとどまっ

ており、「支援情報」のレベルにさえ達していない。 
・「支援情報」となると、被災者台帳を参照したいの

であるが、柏崎市の被災者台帳はあくまでも家屋の被

害に対する支援台帳であった。 
・被災した障害者の支援をするための台帳となると、

障害の特性を考慮すると、統一的な項目を設定するこ

とは困難である。 
・JDF である程度、個人情報の収集項目を標準化して

おかないと、ここの支援者が各自に情報を集めたとし

ても、それぞれの情報を結合させたりといった操作が

できない。情報を共有できない。 
・震災障がい者については、障害者弔慰金、障害年金、

労災上の障害認定ぐらいしかサポートがない。それに

加えて、社会的に認知がなされていない。阪神・淡路

大震災の震災障がい者については、やっと調査が行わ

れるようになったというレベル。 
 
むすび―支援のあり方について 

JDF みやぎ支援センターによる情報提供の働きか

けの結果、また、それ以外の JDF（いわて・ふくしま）

における活動については、別稿にて紹介をしていきた

い。 
今回で感じたことであるが、やはり外部からの助言

や支援が必要であろう。かといって、外部から助言や

支援をすると行っても、研究者は数日で帰ってしまう

し、自治体職員の応援をするといっても、1 週間や 2
週間程度で交代をしているようでは、十分なサポート

はできない。 
研究者・専門家なら半年ぐらい出向扱いで現地に就

かせてもらえないか、自治体職員の応援も 2～3 年ぐ

らい出向させる仕組みを作れないのか。助言や支援が

1 日早ければ、あるいは遅れていれば状況は全く異な

っているかも知れないわけであって、このあたり支援

体制の社会的枠組みならびに支援に対する社会的コ

ンセンサスが求められよう。 
 

〔謝辞〕 
本稿は、基盤研究（A）2008 ～ 2012 年度「福祉

防災学の構築」（代表：立木茂雄同志社大学社会学部

教授）の研究成果の一部である。 
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 民間中間支援組織を活用した復興について 

 

  兵庫県立大学政策科学研究所 青田良介 

 

 

 

 

１．はじめに：民間による支援の必要性 

 東日本大震災発生から５ヶ月が経過した。仮設住宅

への入居が進む一方で、依然多くの被災者が避難所に

身を寄せ、県外での疎開生活を続けている方もおられ

る。漁業や農業など再建の見通しが立たず、職の確保

もおぼつかない。福島第一原発事故の周辺地域では故

郷を離れ、復興を考える余裕すらない。 
 このような状態で、被災者はどうやって元気を取り

戻し、希望の光を見出すことができるのだろうか。政

府の迅速な対応が求められるのは言うまでもない。し

かし、地震、津波、原発による初の複合災害でもあり、

被災規模は 1995 年の阪神・淡路大震災を大きく上回

る。都市、農村、漁村、観光地、中山間地など、各々

が異なる顔を持つ。歴史や風土、気候も様々である。

一口に被災者再建と言っても、解決策は一様でない。 
 米国では、行政は被災者全般に対応する標準的サー

ビスには精通しているが、個々の被災者が抱える多種

多様なニーズには NPO など民間支援の方が長けてい

るとの考え方がある。我が国では、「公民連携」と称

するように、公的活動は行政＝官が担うとの概念が支

配的であったが、近年、地域コミュニティ、NPO 法

人、企業等による社会貢献活動が「新しい公共」と呼

ばれ、社会を再構築

する力として注目

されるようになっ

た（図１参照）。 
特に、災害後は、

民間の知恵を生か

し、時代を先取りす

る支援活動や再建策が編み出されてきた。例えば、

1990 年の雲仙・普賢岳噴火災害では、火砕流や土石

流により被災地が壊滅的被害を受けたが、コミュニテ

ィが行政と協議し、私有地を残土の捨て場所にするこ

とで公共事業で土地を嵩上げしてもらい、その土捨て

代で整備費や移転費を賄った。1995 年の阪神・淡路

大震災では、全国から 130 万人を超えるボランティア

が集まり、その後の民間支援活動の発端となった。

NPO や専門家が協力し、復興まちづくり、高齢者ケ

ア、仕事づくりなどで新しい仕掛けを生み出した。行

政も被災者復興支援会議を設け、民間からの提言を施

策に生かした。2004 年の新潟県・中越地震では、民

間中間支援組織が新潟県と連携し、過疎高齢集落の衰

退を防ぐため、復興基金を活用するなどして地域再生

に取り組んでいる。これらは政府や自治体と適度に距

離感を保ちながら協調するもので、迎合するものでも

なければ、いたずらに対立するものでもない。ここか

ら新たに制度化されたものも生まれた。 
この大震災では、これまで以上に既存の発想を超え

た、かつきめ細やかな支援策を打ち出す必要がある。

「官」が全体の公平性、施策の一貫性に気をとられて、

画一的で前例を踏襲した傾向に陥りがちになるのに

対し、「民」は眼の前の被災者何とか助け出そうと智

恵を絞り出す。被災者支援はむしろ「民間」の得意と

するところともいえる。 
 
２．民間中間支援組織の創設 

 この 5ヶ月の間、専門家が提言を発信し、NPO や

ボランティアが活動を展開し、市民が義援金を提供す

るなど、民間による支援の輪が拡がっている。各々が

 
パブリック・パブ

リック（官による

公的活動＝従来か

らの公共）

プライベート・パ

ブリック（民間に

よる公的活動＝新

しい公共） 

パブリック

（公的活動） 

図 1：従来からの公共と新しい公共
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自由に動くところに民間の良さがあるが、ここにコー

ディネート機能が備われば、支援の重複を防ぎ、反面

行き渡らないところを補完できる。行政との連携も円

滑に進められる。このような民間版中間支援組織を創

設する必要がある。 
そのモデルの一つとして、1999 年の台湾大地震後

に結成された「全国災後民間重建聯盟（＝全盟）」と

いう組織がある。主に次の 6つの役割を担った。１点

目は、民間団体に集まった 500 億円近くもの寄付金の

使途を弁護士や会計士といった専門家が監査した。2

点目は、支援の分野毎（例：住宅再建、医療衛生、法

的問題、こころのケア、児童・青少年指導、原住民支

援）に関係団体が連携し、情報共有や活動の調整を図

った。3点目は、被災地に 40 箇所の被災者支援センタ

ーを設け、相談業務やイベントなどを実施した。4点

目は、メディアや企業等が集めた寄付金や全盟自身に

寄付されたものを現地で活動する支援団体に助成し

た。5点目は、被災地を中心に毎月民意調査を実施し

た。そして、6点目はこれらの活動を通して得た課題

や解決策を政府に政策提言した。 

 全盟の特徴は、大学教員や弁護士などの専門家と

NPO/NGO といった支援者が連携し、被災者のニーズ

を汲み上げ、支援にかかる実践と提言を行ったことに

ある。しかし、被災直後から 2 年間の時限組織であっ

たことから、ここでは、阪神・淡路大震災での「被災

者復興支援会議」や中越地震での「中越復興市民会議

（＝中越防災安全推進機構復興デザインセンター）」

の役割も踏まえた組織を提案したい。 
 そのミッションであるが、被災者の視点に立って復

興を支援することが挙げられる。再建の主役はあくま

で被災者であり、被災コミュニティである。色んな識

者が将来像を提示しているが、上から目線で被災者を

置き去りすることがあってはならない。どんな素晴ら

しい計画も住民が受け身である限り前に進まないの

を、過去の災害教訓が示している。被災者と一体とな

って推進することが求められる。 
2 点目は、多彩な専門家、経験豊富な支援者の智恵

や経験を活用し、民間ならではのきめ細やかで、迅速、

柔軟な支援を行うことである。殆どの被災者は災害の

素人であり、単独で再建策を考えることができない。

一方、専門家や支援者は、これまで得た知識や経験を

生かして、被災者に寄り添うことができる。行政のよ

うに法令、規則、前例、横並び等の制約に縛られない

ので、個々の被災者に応じて臨機応変に対応できる。 
3 点目は、得られた成果や課題を踏まえ、提言とし

て発信することである。今後は、被災者ニーズが救援

期の「衣食住」の確保から、医療、仕事、住宅、教育

といった「医職住育」へと拡がっていく。再建に対し、

どのような支援が必要か、何が弊害か、規制を緩和す

べきか、予算や事業規模が充分か、新たな制度が必要

かなどを政府に政策提言する。 
民間中間支援組織としての重要な特性を3つ挙げた

い。被災者に寄り添いエンパワメントする「地域密着

性」、知識や経験を生かした「専門性」、そして、支援

のネットワークを活用した「包括性」である。地域に

密着することで、被災者の信頼感を得られる。その上

で、専門性を発揮しネットワークを駆使すれば、より

良い再建策を被災者と共に推進することができる。 

 

３．被災地に密着した支援活動 

具体的な機能であるが、専門家と支援者が一体とな

った支援という性格からして、大きく実践編と政策提

言編に分けることができる。実践の１点目は、被災者

に対する相談業務を通した「医職住育」支援である。

住まいや生活など先が見えないことに対する被災者

の不安は計り知れない。役場だけで解決策は見出せな

いし、何よりも応対する職員が不足している。そこで

中間支援組織が行政に協力して、専門家や NPO 関係

者等を派遣し相談業務を担う。被災者にとって、寄り

添い話を聴いてもらうだけでも癒し効果がある。打ち

解けた雰囲気の中で被災者の真のニーズを吸い上げ

ることもできる。 
さらに、被災者の財産の権利保全といった複雑な問

題に対しては、阪神・淡路大震災の被災地で活躍した

弁護士、税理士、不動産鑑定士、土地家屋調査士、司

法書士、一級建築士からなる「阪神・淡路まちづくり
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支援機構」のような専門家ネットワークの出番が望ま

れる。 
２点目は、被災地毎に支援団体や専門家をコーディ

ネートすることである。「新しい公共」により、今後、

環境や教育、農業など色んな分野で NPO や専門家が

被災地に張り付き支援を拡げていくであろう。これら

支援者達が情報共有し連携協力できるよう、各被災地

に中間支援組織の支部（被災者支援のワンストップ・

センター）を設ける。これにより、専門外の問題を持

ちかけられても、当該分野の支援者に引き継ぐことで、

横断的に被災者を支援できる。さらに、支援センター

が地域に根付くことで被災者との信頼関係が構築さ

れ、本格的な復興まちづくりに一層協力できる。 
一方、3 点目として、「住まい」「生活」「医療・福祉」

「仕事・産業」「教育」といった分野毎に支援者の分

科会を設ける。それぞれの支援者が抱える悩みや解決

策などを共有し合う、そこに専門家が加われば、現場

と知見がかみ合い連携が進む。被災地センターを地域

での連携とすれば分科会は再建分野毎の連携で、両者

を併せることで多角的な観点から問題解決にあたる

ことができる。 
4 点目は、被災市町村と被災者との協働を仲介する

ことである。庁舎自体が崩壊し、市町村職員も被災者

となるなど、機能が著しく低下している。再建が停滞

する中で両者が直接対峙した場合、必要以上に摩擦が

生じることが過去の災害でも見られた。そこで、仲介

役として復興まちづくりに関与する、協働作業に外部

の資源を導入することなどが考えられる。 
5 点目は、寄付金や公的資金を募って支援活動につ

なげることである。多くの企業や市民団体等が寄付金

を集めても、どういう支援にまわしてよいかまで精通

しているわけではない。殆どの市町村にとっても復興

は初めての経験である。他方、被災地では支援団体が

身銭を切ってでも活動を続ける、中には資金が底をつ

き活動を停止せざるを得ないこともあり得る。そうし

た際に、中間支援組織が媒介となって、両者をつなぎ

資金を効果的に活用する機能を担う。資金提供者の意

向、支援の持続性、地元での人材雇用等審査基準を設

け、助成を橋渡しすることが考えられる。 
 

４．被災者ニーズを踏まえた政策提言 

 政策提言は支援活動と表裏一体をなすことで、被災

者のニーズを踏まえた解決策を提示できる。１点目は、

避難所や疎開先、仮設住宅での被災者支援に関する提

言である。少しでも負担を軽減するために、当座の癒

しや元気づくりを含めた解決策を提示する必要があ

る。元の住まいから離れた仮設住宅や疎開先で、被災

者が孤独に苛まれることのないようなシステムを構

築する必要がある。 
 2 点目は、暫定的な「医職住育」を確保するための

提言である。本格的な復興を前に、被災者やそのコミ

ュニティが自分達やまちの将来像をじっくりと考え

られる場や時間が必要であり、今後２～３年程度の生

活を想定した住まい、仕事、医療・保健・福祉施設、

商業施設、教育施設を用意してはどうだろうか。拙速

に恒久的な施設を造るよりは、耐用年数の短いものや

付け足し可能な施設など、将来変更可能な再建策を複

数提示する。再建が一筋縄では行かないからこそ、ま

ずは被災者に落ち着いていただく、急がば回れ式な発

想の転換が必要ではないだろうか。 
 3 点目は、本格的復興まちづくりに関する提言であ

る。これまで、土地利用や建築の制限、まちの集団移

転、農地や漁港の集約化、復興特区、復興財源等色ん

な再建策が提案されてきた。しかし、いずれも実現の

見通しがつかない。政府の対応もさることながら、現

場との温度差が生じていないか。被災者目線に立ち、

被災地のニーズ、資源を精査した上で、時間をかけ根

気強く被災者と協議する必要がある。 
また、過去の災害では、被災者の私有財産が充分に

支援されなかった結果、被災地の復興が進展しないと

いうことが常に課題となった。どのような復興まちづ

くりを提示する上でも避けて通れない問題であり、こ

の点についても解決策を提示する必要がある。 
  
５．中間支援組織を運営する財源の確保 

 民間組織にとって財源は活動を持続させる上での
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大きな課題と言える。過去の中間支援組織の場合、阪

神・淡路大震災の「被災者復興支援会議」は兵庫県が

設置、運営したので、大きな問題にはならなかった。

一方、「中越復興市民会議」は民間組織で、新潟県と

連携して、スタッフが（社）中越防災安全推進機構復

興デザインセンターの職員を兼ねることで、人件費、

事務費、活動費が中越大震災復興基金で補助される仕

組みを作った。台湾大地震の全盟は、主に寄付金で賄

われた。 
 こうしたことから、財源は公的支援と民間寄付金の

両者を活用すべきと考えられる。公的支援の場合は上

述の復興基金が有用である。これまでの復興基金では、

住宅融資にかかる利子補給、コミュニティ施設の再建、

NPO の活動支援、地域復興支援員の設置、集落によ

る再建計画支援、商店街や地場産業の活性化、観光イ

ベントの実施、水田の回復、漁具の購入、私立学校へ

の補助、文化財の再建支援等、地域特性を踏まえた一

歩踏み込んだ公的支援が実施された。従って、この度

の大震災でも復興基金を早急に設立した上で、中間支

援組織の活動費や運営費を復興基金で補助する、さら

には中間支援組織が絡む支援メニューを基金で創設

することが考えられる。 
 もう一つは、寄付金の活用である。復興基金の財源

を公金に頼る以上、公平性の観点や、被災者の私有財

産との関係から、支援が抑制される可能性がある。こ

の点、雲仙普賢岳噴火災害や北海道南西沖地震では、

多額の義援金を活用して、被災者の住宅といった私有

財産に対する支援が実施された。民間中間支援組織と

してのフットワークの軽さを生かすためにも、使途が

限定されにくい財源の確保が欠かせない。 
 通常、我が国では、災害時に市民が寄付する場合、

義援金という形で使途も含めて公的機関に全てを託

すことが多い。しかし、公的であるが故に公平性、透

明性が最優先され、被災者が最も資金を必要とする時

に届けられない状況に陥っている。一方、海外では、

寄付者自らが使い道を指定して民間の支援団体に寄

附する手法が一般化している。「新しい公共」の進展

とともに、我が国でも寄付者自らが能動的に再建に関

与する、その受け皿として民間組織が認知される必要

がある。 
 

６．まとめ 

 本稿では公的支援とは異なる民間支援の重要性に

視点をあてた。両者は本来車の両輪であり、相互の役

割分担、協働が望まれる。社会の成熟化とともに「新

しい公共」は今後被災地でも一層重要な役割を担うと

期待される。その上で、民間中間支援組織の特色は、

地域に密着して専門性を発揮できるよう、支援のネッ

トワークをコーディネートすることにある（図 2参照）。 
斬新で大胆な発想も地道な努力から生まれる。被災

者こそが再建の主役であることを再度認識し、民間の

特性を生かして再建を支援する必要がある。 

 
 

【ミッション】 
○ 被災者の目線に立った支援 
○ 専門家や支援者の特性を生かした支援 
○ 支援から得られた政策提言の発信 

【特性】 
○ 被災者に寄り添う「地域密着性」 
○ 知識や経験を生かした「専門性」 
○ 支援のネットワークを生かした「包括性」 

【機能】 
  
 （支援の実践） 

○ 被災者の相談業務 
○ 被災地支援ワンストップ・センター 
○ 支援者による専門毎の分科会 
○ 行政と被災者の協働を仲介 
○ 寄付金や公的資金による支援団体への助成

（支援のための政策提言） 
○ 避難所、疎開先での被災者支援 
○ 暫定的な「医職住育」確保 
○ 本格的復興まちづくり 

＋ 

図 2：民間中間支援組織の提案

【財源】 
 ・復興基金（一歩踏み込んだ公的支援） 
 ・寄付金（私有財産にも支援できる資金） 
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 東日本大震災からの復興の鍵は過疎地域の活性化にある 

        

  神戸大学大学院工学研究科博士課程後期課程 田中健一 

 

 

 

1. 今回の東日本大震災の特徴と課題 

(阪神・淡路大震災との違い） 

（１）被災地域が超広域にわたること 

東日本大震災により、９月６日現在、死者・行方不

明者あわせて２０，０００人ほどとなっている。 
明治三陸津波の犠牲者数２３，０００人は超えない

ことが徐々に判明してきたが、阪神・淡路大震災を超

える戦後最悪の災害であることにはまちがいない。 
 
東日本大震災により被災した多くの地域は過疎化、

高齢化が急速に進行しつつある地方の小都市や集落

が中心である。交通網についても極めて脆弱な地帯で

ある。 
また、被災したエリアが東北地方から関東地方まで

と「超広域」にわたっている。 
 

被災した地域の広域化は、震災発生直後から、被災

者への救援活動を大幅に遅れさせる原因となり、その

ことによって被災者はさらに過酷な避難生活を強い

られる状況となったことは明らかである。 
この度の災害は、行政的にも東北・関東地方のエリ

アの各県に被害が拡大したことにより、被災した各都

県での指揮命令系統や災害対策が異なったこと、さら

に、政府の災害対応の遅れなども重なり、より混乱に

拍車をかけたことは明らかである。 
そして、阪神淡路大震災の場合は、最大の被災地で

あった兵庫県内での災害対策が主なものであったこ

と、それを政府や隣接府県が支援をした。 
 
 
 

さらに大きな違いは、被災地域の特性で都市部と農

村部の違いということが、今後の人口動態の状況に大

きな違いを生じさせることである。 
 

（２）巨大津波が被災地を破壊しつくしたこと 

巨大津波により被災した東北沿岸部の大規模被災

地では、港湾施設、高速道路等の幹線道路、様々な公

共施設、インフラ、自動車、鉄道、船等の移動手段な

ど、全てのものが機能できないまでに根こそぎ破壊し

尽くされた。 
 

（３）さらに原発事故が重なって原発事故周辺地域の

被災者や住民が強制的に退避させられていること 

被災した県・市町村では収まらない被災者移動が起

こった。 
県外避難者の存在が３万人以上生じていることを

決して忘れてはいけない。 
 

２．被災地のほとんどは過疎地域であること 

この度の災害は、まさに過疎地域等を沿岸部に多く

抱える地域に甚大な被害をもたらした。 
最近、過疎地域等を語る際、良く使われる言葉とし

て限界集落という言葉がある。個人的には好きではな

いが、この限界集落になってしまう地域が、今後、被

災したこの地域で増えることを懸念する。既に東日本

大震災から半年が経過した。 
 

しかし、今なお、被災した人々の暮らし向きが際立

って改善されているとはいいがたい状況が続いてい

る。 
いまだに、避難所の中には、家族を失い自宅を失い
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避難所生活を送る人びとがいる一方、家に住めなくな

り、仮設住宅の抽選に当たっても避難所に残る人がい

る。仮設住宅が被災地から遠く離れたところにあるな

ど、食事、飲用水の確保、また、通院などにも支障を

きたなどの理由をあげる被災者が多数を占めた。避難

所にいれば、食事は３食出るので、避難所で当面暮ら

したいと希望する被災者もいる。 
 

これらの避難所で暮らす被災者の生活には希望

を見出すことが出来ず、途方に暮れる被災者に対し

政府及び被災自治体は今後どのような具体策を打

ち出し、またどのように手を差し伸べていくのか今

後の大きな課題である。 
 

３．被災地の復興は避難所から 

避難所には、当初１０万人を超える避難者がいた。 
被災地が置かれている状況は、災害からの応急対策

期と復旧対策初期の両段階にあると言える。  
８月末には、被災地の多くの避難所が閉鎖時期を迎

えている。 
被災者の生活も避難所から仮設住宅へと移行した

者や家屋の応急修理により自宅へ戻るなど、時間の経

過とともに、被災者の生活パターンも単線から複線化

しつつある。避難所での集団生活から、仮設住宅等へ

の個々人の生活移行は、被災者の自立促進につながる

反面、被災者の孤立を生むのは、阪神・淡路大震災や

過去の多くの災害からも明らかであり、いかに、災害

による孤独死をいかに防ぐかなど最も厳しい状況に

ある被災者の日常生活をどのように再建していくか

を念頭におきながら、次のステップである復興前期に

スムーズに移行させていくかを考えるべきである。 
 
今なお、被災自治体がなすべきことは、被災者への

災害復旧を優先させることである。 
そして、次にがれきの街から如何にもとの住民が暮

らしていた街を新たな視点をもって再生させていく

かである。  
 

４．被災地の復旧事業費は全て国費で対応すべ

き 

国の復興構想会議は、未曾有の複合的大災害である。 
東日本大震災からの復興は、単なる復旧ではなく未

来志向の創造的な取組が必要としている。 
単に「創造的復興」から「創造的な取組」という言

葉に置き換えられただけにすぎない。 
 
最近、多くの学者や知識人の多くが「復興のグラン

ドデザイン」や「復興都市計画」などと言った言葉を

用いて様々な形で情報を発信している。 
テレビやマスメディア等で報道される「復興」とい

う言葉には、表面的にはいい面ばかりが写し出され、

バラ色の様に思われるが本当にそうだったのか。マイ

ナス面はないのか。再度、検討の必要がある。 
  
阪神・淡路大震災を経験した兵庫県をはじめとする

被災自治体の財政状況は、震災からの再生のために投

じた巨額な復旧・復興対策事業費とその後の国の交付

税等の大幅な削減等もあり、震災から１６年が経過し

た今、行財政を取り巻く環境は、厳しさを増しており、

県市町ともに財政状況を圧迫している。 
このたびの東日本大震災でも同じことが将来起こ

る可能性は十分にありえる。決して同じ道を歩んでは

いけない。 
国内の経済状況も１６年前の阪神・淡路大震災の時

より厳しさを増している。 
  
そうした中、２０１１年度の第３次補正予算案に被

災地再建に向けた基盤整備として、高台などへの集団

移転事業に約４千億円が復興事業費として盛り込ま

れるとの新聞報道があった。 
政府も被災自治体も決して後世に禍根を残さない

よう今一度、復興事業の中身をよく吟味し、事業規模、

財政規模についても再度、検証する必要がある。 
また、街の再生、復興についても今後、この地域に

暮らし続ける人々の声に耳を傾けた街づくりを行う

必要がある。 
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さらに、東北沿岸部の再生、復興に向けては、被災

者個々人の仕事や生活と乖離した復興対策や防災対

策などあり得ないし、また現実的でもない。 
ハード面からの復興にとらわれることなく、そこに

暮らす人々の生活復興にも目を向け、被災地域の地域

特性に応じた地域の再生・復興計画を描いていくこと

が重要となってくる。 
 
また、被災地の多くは、人口減少・少子高齢化が急

速に進んでいる地域社会である。 
この度の災害は、そういう被災地域の過疎化の状況

を一気に加速させる危険性を孕んでいる。既にその兆

候が現れはじめている。 
今後の被災者の住環境、雇用環境、産業復興等に早

く道筋が示されなければ、さらに過疎化のスピードを

加速しかねない状況にある。 
 
今、被災地に求められている地域の再生・復興のキ

ーワードは、被災地域からの人口流出に歯止めをかけ

ることである。 
 
そのためには、種々のハード、ソフトにわたる事業

を複層的に組み合わせて、被災地域の地場産業である

農業、漁業の再生こそ、被災地域再生の基本である。 
この度の甚大な被害を受けた被災自治体の多くは、

平成の大合併により地域エリアのみが大きくなり、そ

れに比べて財政基盤は、極めて脆弱である。 
 
少なくとも復旧対策事業については、被災自治体へ

財政負担を極力求めることなく、国が全ての復旧事業

費を負担する仕組みを早急に検討すべきである。 
震災直後に国が指定した激甚災害の指定では、復旧

事業を行うにあたっての被災自治体の財政負担率の

軽減にすぎず、現在の被災自治体の財政力では、全て

の復旧事業の費用を賄うことができないと推測され

るからである。 
 

５．被災地の復興は震災前より少しだけ良くす

るということを復興計画づくりの目標とすべ

き 

被災地の多くは、過疎化・高齢化の加速により、再

生の第一歩としなければならないはずの農林漁業を

中心とする第一次産業の後継者難に苦慮している。 
第１に再生・復興を急がさなければいけないのは、

やはり肥沃な平野での米作等を中心とする農業の再

生そして豊壌な漁場での漁業等を中心とする漁業の

再生等に他ならない。 
 
その再生にあたっては、農業や漁業の集約化等がよ

く議論の遡上にあがるが、本当にそうであろうか。高

齢化、過疎化が進む地域では、「農業や漁業の集約化」

が集落の衰退を速める結果を招く可能性あるのでは

ないか。 
被災地の沿岸部の農山村漁村の多くには、過疎化、

高齢化により一人暮らしの高齢者の方々が終の棲家

として多く暮らしている。 
そういう地域で再び、多くの元気な高齢者の方々が

今後も終の棲家として本当に暮らしを維持して、住み

続けることができるのか。 
 
本来は、このような高齢者の方々が、元住み慣れた

地域で今後も生活を維持し続けるような個人の復興、

地域の復興でなければならないと考える。  
そして、被災者の方々の暮らしが、以前より少し暮

らしやすくなったと言ってもらえるような地域の再

生・復興を目標とすべきである。 
そのための地域の再生・復興計画づくりを行うべき

であり、その目標実現のための様々な施策や事業を実

施することが被災地の再生・復興には重要である。 
 
阪神・淡路大震災の復興事業は被災者の生活再建よ

りも、ハードな開発事業を優先したと良く言われてい

る。「光と影」と表現されることもよくある。 
阪神・淡路大震災を経験した我々が今言えることは、

政府や被災自治体が策定する復興ビジョンや復興計
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画まかせにしてはならない。 
    
被災地のみならず、多くの方々から様々な意見やア

イデアを集約することが重要であり、そのための草の

根レベルでの市民復興構想会議の開催やネット上で

の「被災地復興構想会議」をホームページ上等で立ち

上げるなど、市民レベルでの復興計画づくりも重要で

ある。 
 

６．東日本大震災で被災した地域が模範とすべ

き復興モデル 

新潟県中越沖地震の山古志村や北海道南西沖地震

の奥尻島のような中山間地域での地域の復興モデル

が手本となる。 
今後、被災した地域の復興に不可欠なのは、息の長

い過疎地域の再生に向けた息の長い過疎対策の充実

強化と復興対策である。 
東日本大震災で被災した地域の復興のモデルは、今

後の日本の新しい過疎地域再生モデルとしなければ

ならない。 
 
そのためには、東日本大震災で被災した地域のうち

で過疎地域自立促進特別措置法（過疎法）が適用され

ている地域の公共事業やソフト事業等を行う際に活

用される過疎債の充当率を 100%にすること、さらに、

元利償還費の交付税参入率についても限りなく 100%
に近づけるなど、各種補助事業についても地域の再生、

復興のめどがつくまで、補助率 100%に限りなく近づ

けるなど、思い切った対策が必要である。 
 
今回、東日本大震災により被災した東北沿岸地域か

らの人口流出に歯止めをかけ、過疎地域を決して限界

集落地域にさせないという断固たる決意をもって

様々な復興施策を講じる必要がある。 
東日本大震災により被災した過疎地域の再生こそ、

日本の地域再生につながる。 
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 事業継続マネジメントの観点から 

 

  吉田 澄弘 

 

 

 

 

東日本震災後の復旧・復興策に加えて、国内外も経

済成長、雇用、長期債務、財政の持続性等が、喫緊の

問題となっている現在、特に、復旧・復興財源につい

ては、国庫に頼るのみならず、新たな解決策が必要で

す。復旧・復興への有効・有意義な施策の一助となる

ことを願い、以下、提言いたします。 
 
1. 価値 
東日本大震災に直面し、企業・事業者は、応急・復

旧の対応をし、事業継続に向けた取組みを行ってきた。

これらは、結果としても、人・組織の事前の備えを含

めて、危機対応能力の向上へ繋がっており、企業・事

業者向けに体系化されたものが、リスクマネジメント、

事業継続マネジメント等である。この事前対策、事業

継続計画の策定、訓練等を価値提供として、コンサル

ティング、コーチング等を行う事業がある。 
東日本大震災の被災地域やその支援活動において、

事前対策・応急・復旧・復興への考えや取組み自体が、

他に対して、安全・安心の価値提供ができるものであ

り、現在、これらが豊富に存在する。8 月 2～3 日、

企業防災をテーマに開催された APEC（アジア太平洋

経済協力）仙台会合においても、各国の関心は極めて

高かった、とのこと。 
もちろん、個人の生活の復旧やライフライン等社会

インフラの復旧においても同様のことがいえる。 
 

2.復旧・復興費用の投入と時期 

 被災地の復旧・復興に多額の資金が必要であるが、

事業継続マネジメントの観点からも、これらは、必要

な時期に必要な額の投入が重要であり、今後の復旧・

復興に多大な影響を与える。 
 

3.我が国の財政状況 

財務省の資料に、「日本の財政関係資料 平成 23 年

度予算補足資料」がある。「我が国財政を家計にたと

えたら」として、我が国の財政現状を 1 か月の家計に

たとえ、 
 
<1 か月の>             
①必要経費総額 77 万円（②＋④） 
②内訳:家計費              59 万円 
③うち 田舎への仕送り    14 万円 

 ④   ローン元利払     18 万円 
以上を、下記⑤⑥で家計を成り立たせており、 

⑤1 か月の世帯月収       40 万円 
⑥不足金を借金            37 万円 

平成 23 年度末の借金の累積は 
⑦6,661 万円のローン残高になる、と。 

 
上記の各項目は、平成 23 年度一般会計の 
①一般会計歳出        92.4 兆円 
②基礎的財政収支対象経費   70.9 兆円 
③地方交付税等        16.8 兆円 
④国債費              21.5 兆円 
⑤税収＋税外収入         48.1 兆円 
⑥公債金収入            44.3 兆円 
⑦公債残高           668.0 兆円 

に対応するもの。 
 
上記⑦の公債残高は普通国債であるが、「国及び地
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方の長期債務残高」の平成 23 年度末見込みは 894 兆

円であり、IMF（国際通貨基金）基準で公表する平成

23 年 6 月末実績の「国債及び借入金並びに政府保証

債務現在高」の国の借金は 943.8 兆円である。現在、

借入金は、削減ではなく、累積する一方である。 
今、世界のいくつかの国において、財政不安による

経済不安とそれらの波及が懸念されている。日本の借

入金の対 GDP 比は、これら不安視される国々よりも

高いが、消費税増税可能余地、経常収支の黒字、国債

の国内消費割合の高さから、現時点では、日本の財政

リスクは低いといわれているが、東日本大震災や放射

能汚染に関する復旧・対応・復興の財源のため、将来

の負担軽減や大規模災害への備えのためにも、将来計

画・展望以上に、今できる経済活性化施策が、必要か

つ極めて重要である。 
 
4.国内の経済状況 

 国内経済の低迷の一因として、15～65 歳の生産年齢

人口（≒主な購材を購入する人口）の減少がある。復

旧・復興と同時に、成長する海外へ目を向けた施策も

つくり、経済活性化のひとつとして取組み、展望を切

り開く必要がある。 

 

5.結論 

 8 月 13 日のニュースに、「日本と ASEAN（東南ア

ジア諸国連合）は、災害に強い都市づくりに向けて連

携合意：於・ASEAN 諸国経済相会合」 
とあり。人工衛星を使った防災システム等の技術も活

用し「災害対応都市」をインフラ輸出の新たな柱と位

置付け、国が事業展開の後押しをする、とのことであ

る。  
国内においても同様であるが、インフラ（ハコもの）

は、設計、施工、運営、管理、改善の各プロセスにお

いて、インフラ設置自体の高い専門技術が求められる

と同時に、「設置する先の住民」を考えることが、重

要である。すなわち、防災は、その設計、施工、運営、

管理、改善の各プロセスにおいて、幅広く、かつ、き

め細かい人材育成支援も、同時に必要であり、これが

なされなければ、防災インフラの有効性は高まらない。 
今、国や県の復興計画（案）には、災害対応都市と

しての計画が盛り込まれており、活用できる。前述の

とおり、これらを動かすことができる人材とそのスキ

ル・ノウハウが、東日本大震災の被災地域および支援

者には、豊富にある。連携すれば、大きな産業・雇用

の創出にもなり、経済活性の一助となる。防災都市の

みならず展開可能な領域も幅広く、大きい。 
現時点では、技術と人との連携（案）を模索中であ

るが、心をあわせ、災害対応都市の輸出等、世界の安

全・安心に貢献でき、復旧・復興の源のひとつとなり、

これらをリードする、かたちをつくって魂を入れる、

ソーシャル・ビジネスの立上げが必要と考える。 
   

 

参考文献 
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 津波被災地アチェの復興経験の活用と世界に向けた発信を 

 

  JICA インドネシア事務所 企画調査員  沖田陽介 

  JICA 東北支部（復興支援・住宅再建担当） 永見光三 

  インドネシア国家防災庁派遣 JICA 専門家 徳永良雄 

 

 

 
2004 年 12 月 26 日、マグニチュード 9.1 のスマト

ラ沖地震を起因とする津波がインドネシアのアチェ

を襲った。2011 年 5 月、津波から約 6 年半が経過し

たアチェを再び訪問する機会を得た。かすかな記憶を

頼りに当時の被災地の光景を思い出そうとするが、一

見したところそこを津波が襲ったと言われなければ

気づかないほどの復興ぶりに目を見張った。そのかわ

りに街の各所に設置された津波避難塔が、わずかに津

波の記憶を思い起こさせるものとなっている。 
筆者のうち沖田は、津波がアチェを襲った直後の

2005 年 1 月に国際緊急援助隊医療チームとしてアチ

ェに派遣された。東日本大震災には国連災害評価調整

チーム（UNDAC）のメンバーとして活動した後、5
月から国際協力機構（JICA）インドネシア事務所で

防災分野を担当している。永見は 2005 年から 2008
年まで JICA インドネシア事務所でアチェ復興事業を

含む防災・復興案件を担当し、現在は JICA 東北支部

にて東日本大震災の復興事業を担当している。徳永は

2010 年からインドネシア国の国家防災庁（BNPB）に

派遣されており、総合防災政策に関する助言を行って

いる。それぞれが何らかの形でアチェの復興または東

日本大震災に関わっており、今後も東北地方またはイ

ンドネシアから、被災地の復興に貢献したいと考えて

いるものである。 
 

1. アチェの復興経験を活かす 

（１）アチェの復興経験 

アチェの復興事業については、アチェ・ニアス復旧

復興庁（BRR）が主導的な役割を果たした。BRR に

よれば、国家開発企画庁（BAPPENAS）の打ち出し

た、津波被災範囲には住宅再建を認めないという案に

住民は拒絶し、リスクを承知の上で同じ村にとどまる

ことを希望した。このため BRR は、護岸堤、避難道

路、平時はコミュニティセンターとして利用できる津

波避難塔、そして避難訓練を実施することで住民の希

望を尊重することを決めた（避難道路と津波避難塔に

ついては、日本政府の支援で整備されたものもある）。 
その上で住民の合意が得られる場合には高台への

住宅移転を進め、津波被害で利用できなくなった土地

の護岸施設や漁業養殖池、廃棄物埋設場所等の整備を

進めた。これらはアチェにおける復興経験のごく一部

の例であるが、まさに現在の日本の被災地で議論が交

わされている点ではないかと思われる。 
 

（２）津波の記憶 

東日本大震災が、スマトラ沖地震・津波災害の直後

に発生していたらどうなっていただろうかと考える

ことがある。ニュース等を通じ、他国での津波の記憶

がまだ鮮明に残っているならば、巨大地震の後には津

波が来ると誰もが直感し、より多くの人が地震直後か

ら避難を開始して助かることができたかもしれない。 
アチェには津波避難塔などの施設があり、また防災

教育、避難訓練、津波の高さを示すモニュメント等で

その記憶を劣化させない工夫がなされているものの、

津波の被害から数年が経過し、どうしても住民の津波

の記憶は薄れてくる。東北地方を襲った津波も、現在

は我々の記憶の中に鮮明に残っているが、数年が経過

すれば日本の津波の記憶も薄れてきてしまうのかも
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しれない。 
 

2. 復興のために JICA に何ができるのか？ 

（１）復興のために 

東日本大震災の復興にアチェの経験をどのように

活かすことができるのか？ アチェと東北地方の状

況、特に津波発生前の、都市化の度合いや経済基盤な

ど、あらゆる前提が大きく異なるものであり、アチェ

の復興経験はそのまま東北地方にあてはめることは

できないのかもしれない。 
状況が違うというのは理解したうえで、しかしアチ

ェの復興経験とそれから得られる教訓を全く活用し

ないということは考えられない。日本でも検討されて

いる復興庁の創設については、成否両面の意味で、上

述のとおりアチェでも復旧復興庁を中心とした経験

がある。海水に浸かった土地における農業、ガレキが

流れ込んだ海での漁業、復興都市計画とその調整経緯、

住宅再建など、日本が参考となるデータや経験が数多

く存在するかもしれない。 
そして近年巨大津波を襲った被災地の数というの

は世界でも限られたものである。アチェまたは東北地

方での津波の経験を、その地域だけにとどめておくべ

きではない。つまり被災の経験を世界に発信し、今後

世界のどこかを津波が襲った際に、住民が速やかに避

難できるような体制の整備に貢献することが、世界に

おける被災者の数を減らすことにつながるのではな

いだろうか。 
 

（２）JICA に何ができるのか？ 

アチェの経験を被災地の復興に活かし、そしてアチ

ェと東北地方の経験を世界のために活かす。そのため

に JICA に何ができるのか？ JICA は日本の政府開

発援助事業を担う、つまり海外援助のための機関であ

るが、では東日本大震災の復興に JICA がどのように

貢献できるのかを考えた際、上記のような世界、特に

津波の被災経験を持つアチェと日本のつなぎ役とい

う点で貢献できるのではないかと考える。このときに

重要なことは、これまでの援助国と非援助国の関係で

はなく、日本とインドネシアの対等な関係を念頭に置

く必要がある。東北地方の復興のために、必要として

いる経験やデータはむしろ日本が求めているもので

ある。また、津波による被災という共通の経験を世界

に伝えるため、日本とインドネシアは協同で作業にあ

たることが考えられる。具体的には、日本とインドネ

シアの有識者の知見や被災者の経験を共有する、世界

に向けたセミナーの開催や、復興経験の報告書の英訳

などを通じた、経験の共有が考えられる。 
アチェの津波から 6 年あまり。アチェの津波の記憶

はすでに薄れたものになりつつあった。東日本大震災

の津波の記憶も、何もしなければ世界の人々の記憶の

中で風化してしまう。次の津波に備え、知識と経験の

世界に向けた発信と体系化を通じ、次の被災地におけ

る被災者の数を少しでも減らすことができないか。

JICA の果たす役割は大きいと考えている。 
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 国際支援の受け入れも想定した危機管理庁の創設を 

 

  早稲田大学大学院アジア太平洋研究科博士後期課程 沖田陽介 

 

 

 

東日本大震災に際し、3 月 13 日から 4 月 2 日まで、

国連人道問題調整事務所（UNOCHA）により日本に

派遣された、国連災害評価調整チーム（UNDAC）の

メンバーとして活動した。UNDAC は、災害発生直後

に、あらかじめ UNDAC メンバーとして登録・訓練を

受けた世界各国の災害対応担当者が、一時的なチーム

として派遣され、国際支援の受入調整などで被災国政

府を支援する仕組みである。 
東日本大震災では、海外からの支援の調整に手間取

り、申し出を生かし切れていないとの批判がなされた

（2011 年 3 月 28 日読売新聞朝刊 4 面）。では何が問

題であったのか。本提言は、日本での UNDAC チーム

の活動を通じて得たことを基に提案するものである。 
 

1. 東日本大震災 UNDAC チームの経験から 

（１）海外支援の受入窓口 

今回の災害で海外支援の受入窓口となったのは外

務省であった。UNDAC も、日本政府の窓口として外

務省と協議の場を持ち、その活動方針の決定や報告を

行った。 
ここで注意したいのが、外務省は災害対応の専門機

関ではないということである。要請の発出が外務省と

なるのは他国でもよくある。国際災害支援は、国境を

越えることで必然的に外交の顔を持つからである。し

かしどこに何のニーズがあり、国内リソースでどこま

で対応が可能で国際支援には何を求めるのか。これを

決め発信するのは災害対応の専門機関の役割である

べきだろう。 
 

（２）災害・緊急事態対応の専門機関の不在 

上記にも関連するが、今回の UNDAC ミッション中、

通常他国には存在するような自然または人為的災害

の緊急対応を、一元的に管理する機関が日本にはない

ということを他の UNDAC メンバーから指摘を受け

た。 
東日本大震災では、その災害の規模を鑑み官邸に対

策本部が置かれた。情報収集や支援活動は、警察、消

防、海保、自衛隊等によって行われ、官邸ではこれら

の情報を集約することで災害全体のアセスメントに

あたった。 
世界各国には常設の災害・緊急事態対応の専門機関

を設置し、この業務に専門であたっている職員とその

ためのシステムが存在することが多い。緊急時のみに

設置される対策本部より、常設の専門機関の方が情報

の集約や支援の配分といった緊急時の業務を円滑に

こなすことができるのは当然であろう。一例を挙げれ

ば米国には FEMA が、オーストラリアには EMA が

あり、またこれらの国から支援を受けた途上国もこれ

に近い組織を持っていることが多い。筆者は 2009 年

に UNDAC ミッションでパプアニューギニアを訪問

する機会があったが、首都には国家災害センターが、

各州には州災害センターが設置され災害対応の統括

を行い、また国および州レベルで災害対策委員会の場

を持ち、ここで災害対応に関係する諸団体間の調整を

行っている。UNDAC ミッション中、チームは主に国

家災害センターと協議の場を持った。 
日本では、緊急時対応のシステムは警察や消防とい

った各機関の中に存在しており、また上記でいう委員

会の役割もあるが、常設のオペレーショナルな、各団

体の統括・調整機関としてのセンターの役割がないよ

うに思われる。UNDAC の主な協議先が外務省となっ

ていた理由のひとつがここにあるのではないか。 
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2. 危機管理庁の創設 
以上の経験を通じ提案をしたいのが、国内外の災害

および緊急事態への対応を一元的に管理する危機管

理庁の創設である。災害への対応は、現行のとおり警

察や消防等が実施するが、大規模災害のときには危機

管理庁が統括を行う。つまり、被害の状況とニーズを

把握し、人員や物資といった利用可能なリソースを効

率的に調整するのが危機管理庁の役割である。そのた

め、各災害対応機関は、一時的に危機管理庁の指揮下

での活動が求められる。災害対策本部長が内閣総理大

臣または知事であったとしても、災害支援のオペレー

ショナルな部分の指揮は危機管理庁に委ねられる。同

庁の代表、職員は災害管理、緊急時対応の専門知識を

有し、情報管理等のシステムを整備する。また国レベ

ルのみでなく自治体レベルにも設置し、テロ、列車事

故などで、被災地域は限定されているが複数の機関が

同時に対応することが必要とされる災害にも、調整機

関としての活躍が期待される。平時においては緊急時

対応計画の策定やシミュレーション訓練の実施等に

あたる。 
ここまでの機能であれば現行の国内の体制と大き

くは変わらないのかもしれない。提案したいのは、こ

の危機管理庁が国際支援についても担当するという

ことである。日本での大規模災害発生時、国際支援を

必要とするとすればどの部分を海外に要請するのか

についての判断が求められる。今回の津波災害では 20
チーム 890 名の捜索救助チームが入国したが生存者

の救出は 0 名であった。昨年のハイチ地震では 52 チ

ーム 1820 名が入国し、国際チームによる生存者の救

出は 132 名に上った。災害対応の専門家であれば、到

着までに時間のかかる国際捜索救助チームは津波災

害には不向きであるということをある程度即座に判

断ができる。災害対応の専門家が判断することで、現

地のニーズに応じた判断が可能となり、外務省はその

情報に基づいて各国との調整はするが、災害支援の実

務の交渉は危機管理庁が対応する。これにより、国際

支援の受入に伴う地方自治体への負担を減らすこと

も期待できる。 
各国にどのような支援リソースがあるのかを把握

するため、そして各国災害対応担当者との人脈形成の

ためにも、危機管理庁は日本からの国際緊急援助の提

供についても担当する。援助の提供の経験は受入の際

にも役立つし、その逆も同様である。国際捜索救助チ

ームでいえば、INSARAG（国際捜索救助諮問グルー

プ）によりチームをそのレベルに応じて「軽・中・重」

に分類する検定が開始されている。この動きに精通し

ていれば、「重」チームのみに要請をしたり、またど

の国のチームが認定を受けたチームなのかをあらか

じめ把握することができる。 
緊急事態への対応についても、警察や消防の各機関

が独自の手法、フォーム等を用いているが、これらの

統一を図り支援を効率化させるのも危機管理庁に期

待される。この際、世界で主流となっている手法を導

入することは国際支援の受入と提供をよりスムーズ

にするだろう。また、他国では当該分野において大学

等の研究機関との交流がさかんなところもあるが、危

機管理庁が研究機関との交流を通じて、災害管理や緊

急時対応をさらに体系化することも可能となるだろ

う。 



特集  東日本大震災への提言・現地報告 
 

 日本災害復興学会誌 No.3  

 
35

 二重ローンを回避する徳政令保険制度の創設 

 

  関西学院大学客員研究員  加藤 進弘 

 

 

 

 

１．要旨 

東日本大震災で何もかも喪失してしまった被災者

や自営業者・農水産業者にとって、ローン債務だけが

厳然と残り、復興のための住宅取得や事業再開のため

のローンを調達すると二重ローンの苦難に陥る。阪神

淡路大震災では利子補給のための基金が設立された

が、あくまで利子補給どまりであり、今日まで未解決

のまま二重ローンの重荷に耐えきれず破産等に及ぶ

ケースもある。かような苦難を取り除くには、徳政令

として何らかの債務免除措置が必要になる。金融庁が

返済猶予や金利の減免を金融機関に求めているほか、

公的機関が金融機関の債権を買い上げたうえで返済

を長期間猶予することも検討されている。一方で、借

金をしないで住宅を建造した被災者や保険料を支払

って地震保険に加入してきた被災者、或いは過去の震

災で放置された被災者とのバランスを考慮すること

も必要であろう。そこで、今後日本国中どこにでも発

生可能性のある地震災害に対する事前の備えとして、

住宅ローンと零細業者の事業用設備ローンについて

二重ローンを回避する徳政令保険ともいうべき制度

の創設を提言する。具体的には次に示す２種類の信用

地震保険（共済）制度であるが、災害大国の震災ファ

イナンスの仕組みとして備えるものである。 
 

２．住宅信用地震保険（共済）制度の創設 

住宅信用地震保険（共済）は住宅に係る二重ローン

を回避する制度で、住宅ローンの借り入れの際に加入

を義務付け、今後発生する地震により住宅が損壊すれ

ば、そのローンを損壊の程度より消滅させ、被災者を

救済することを目的とするものである。住宅ローンを

借り入れる場合には、死亡による返済不能リスクをカ

バーするため団体信用生命保険（共済）への加入が義

務付けられているが、この仕組みを地震・津波リスク

にも適用しようという発想である。 

 

住宅信用地震保険 
（共済  ＊）  

団体信用生命保険 
（共済  ＊）  

住
宅
ロ
ー
ン
債
務
者 

住
宅
信
用
地
震
再
保
険
会
社 

 
国 

融資金融機関 

再保険料 保険料（掛金） 

再々保険料 

拠出金 

図１  住宅信用地震保険（共済）の仕組み 

＊ 共済については JA 共済、JF 共済等の各種共済組合の住宅に係る地震災害補償と 

生命共済に係る団体信用生命共済を想定している。 

（保険料（掛金）） 拠出金 
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その設計に当たっては、現行の地震保険（共済）制

度とは区分したうえで、住宅信用地震保険（共済）の

取扱機関が住宅信用地震再保険会社に出再し、更に国

に対して再出再するスキーム（図１）である。同時に

住宅信用地震保険（共済）により弁済を受けることが

可能となる金融機関や、支払い義務が消滅する団体信

用生命保険（共済）の取り扱い機関もこの再保険会社

に対して拠出を行い、制度の健全化を図ることも必要

であろう。 
なお、制度設計の際に注意すべきは、保険（共済）

によるモラルハザードを防止する観点から、防災力の

高い住宅建設を促進するためのインセンティブを保

険料（掛金）体系の中に組み込む工夫が必要である。

また、この制度による補償はローン残高に限定される

ので、資産価値に見合う補償を受けるためには既存の

地震保険（共済）との併用が必要となる。 
 

３．中小の商工業者や農水産業者向け事業信用地震保

険（共済）制度の創設 

事業信用地震保険（共済）は中小の商工業者・農業

者・漁業者の事業用設備資金の二重ローンを回避する

制度である。設備資金を借り入れる際に加入を義務付

け、今後発生する地震により当該設備が損壊すると、

その借入金を損壊の程度より消滅させることにより

事業者の苦難軽減と早期の復興を目的とする。融資を

行う金融機関や借り入れ保証を行う信用保証協会、農

林漁業信用基金協会及びその保険機関と共に国が再

保険プールを組成するスキーム（図２）である。国は

補助金を交付して再保険プールをサポートする立場

となるところが、住宅信用地震保険（共済）スキーム

との相違点である。 
また、事業信用地震保険（共済）は借入残高が補償

されるだけなので、設備価値に見合う補償を受けるた

めには、商工業者は地震保険、農業者は農業共済制度

（建物共済と農機具共済）、漁業者は漁船保険や漁業

共済制度（漁業施設共済）等の現行のリスクヘッジ手

段との併用が必要となる。 
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図２  事業信用災害保険（共済）の仕組み 

＊1 保険については損害保険会社・漁船保険組合、共済については農業共済、漁業共済を想定 

＊２商工業者は信用保証協会、農業者は農業信用基金協会、漁業者は農業信用基金協会を想定 

＊３商工業関係は日本政策金融公庫、農林漁業関係は農林漁業信用基金を想定 

保証機関＊2 保険機関＊3 
（保険料） 拠出金
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 民間のアイデア、資金、技術を導入した「博覧会方式」の復興を 

  －ドイツ・IBA エムシャーパークに学ぶ－ 

 

  公益財団法人ひょうご震災記念２１世紀研究機構 

  人と防災未来センター 研究主幹             紅谷昇平 

 

 

 

１．広域復興、地域産業復興を進めるために 

 東日本大震災は、一つの災害ではない。多様な地域

が被災しており、それぞれ個別の事情に応じた復興が

進められるべきである。 
しかし現実は、過去の災害と同じように、国の事業

制度を前提とし、それをどうあてはまえるのかという

議論が中心となっている。標準パターンの適用ではダ

メだと分かっていても、被災自治体には独自の取り組

みを進めるだけの余力がない状況にある。 
もう一つの課題は、復興における広域連携がなされ

ていないことだ。スマートシティ、環境への配慮、な

ど同じようなアイデアが並べられているが、広域災害

であれば、地域ごとの役割分担、個性を生かせるよう

な広域連携や進捗管理が進められるべきである。 
 
２．博覧会形式の復興を 

その課題への解決先として、著者は３月から博覧会

方式での復興を提案してきた（幸い、一部の団体の提

案にも入れていただいてきた）。 

博覧会というと浮かれているように思われそうだ

が、「復興した姿をみてもらう博覧会」という事例は

珍しくなく、関東大震災後の復興記念横浜大博覧会

（1935年）、原爆被害後の広島復興大博覧会（1958年）、

福井地震後の福井復興博覧会（1952 年）などがある。 

しかし、世界の人に見てもらいたいのは「復興した

姿」ではなく、「復興に頑張っている地域の姿」では

ないだろうか。博覧会の期間は「復興が進行しつつあ

る期間」であり、展示内容は「復興事業や、復興に向

けた取組そのもの」であるべきだ。その狙いは、以下

のとおりである。 

 

表１ 復興博覧会方式の狙い 

・災害をきっかけに、地域の構造を変える 

・傷ついた、日本・東日本の地域ブランドのイメージ

を回復させる 

・世界からの支援に感謝を示すため、また原発問題へ

の世界の不安を払しょくするため、地域復興と原発事

故対応の過程を世界に開かれたものにする 

・博覧会のイベントとして、広域にわたる被災地間で

の連携、交流を進める 

・博覧会に向けて、公共投資や民間投資を東日本地域

に集約させる 

・各被災自治体で、今後の日本、世界のモデルとなる

試みを進めていく。 

 

３．IBA エムシャーパークの取り組み 

そのような博覧会方式で、地域の構造を変えていっ

た事例として、ドイツのルール地域における IBA エム

シャーパークがある。（詳細については参考文献 1)､2)
などを参考にしていただきたい。） 

日本でも何度も紹介されているが、通常の「博覧会」

のように限定された会場が舞台ではなく、「800 平方

キロにわたる地域に、官民協働による 100 以上のプロ

ジェクト、公共投資を集中させ、広域連携・調整を進

めることで、地域の構造、イメージを改革していった

10 年がかりの地域振興博覧会」であり、展示物は「地

域の変わりゆく 10 年間のプロセス」である。 
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表２ IBA エムシャーパークの概要 

対象：ドイツ・エムシャー川沿いの 10km×80km
の広域(面積 800 平方キロ) 
期間：10 年間の博覧会と位置付け、最終年をフィナ

ーレの年として、大々的にイベントを開催 
目的：重工業地帯だったルール地域を、環境先進地

域として産業やインフラ、文化活動等により構造改

革、イメージ転換、地域振興を図る。 
プロジェクト：官民の 120 ものプロジェクトを、対

象地域で集中的に実施。それらを IBA エムシャーパ

ーク社（企業）がコーディネート。 
 
博覧会としての期間が終わった 2004 年、エムシャ

ーパークを訪問・視察したが、一部のプロジェクトは

まだ継続中であった。デザインセンター、産業遺産を

活かした観光、新産業の拠点、アート作品やモニュメ

ントなどが点在し、自動車で時間をかけて移動しなけ

ればならず、残念ながらごく一部しか見ることができ

なかった。東日本大震災の復興で、IBA 方式を適用す

れば、エムシャーパークよりもはるかに広域となり、

まさに世界初の規模の試みになろう。 
 

４．IBA 東日本（（仮）東日本復興博）の提案 

東日本大震災の復興でも、日本でのモデルプロジェ

クトに関する開発投資、公共事業を東日本の被災地に

優先的に集中させるよう取り組み、それを「（仮称）

東日本復興博覧会」として位置付けることを提案する。

特に考慮すべき重要なポイントとして、以下を挙げる。 
 

表３ （仮）東日本大震災復興博覧会の提案 

対象：東日本・太平洋岸の数百キロに及ぶ超広域 
期間： 10 年（ただし、3 年目、5 年目に中間イベン

ト。10 年目にフィナーレ） 
目的：地震・津波・原発事故によって被災した地域

の再生と、地域構造の改善、地域のブランドイメー

ジの回復に向けた取り組みを、民間（企業だけでな

く、NPO や大学、地元団体等を含む）と協力しなが

ら、国内外に開かれた形で進める。 
プロジェクト：官民の数百のプロジェクトを集中的

に投資。それを、広域で調整する組織（復興庁の関

連組織）を設ける。 
 
○被災地全体をマネジメントする広域組織を設置する 

有識者や企業経営者と地域の代表者により構成さ

れる、東日本の被災地各地が役割分担、連携できるよ

うな広域組織を立ち上げ、プロジェクトに関する情報

交流と観光プロモーションを行う。 
広域組織では、世界遺産である平泉の環境整備や三

陸海岸の国定公園再編など、東北地域の関連プロジェ

クトとも積極的に連携を進める。 
 
○当初３～５年までは、仮設パビリオンでのにぎわい創

出を図る 

当初３～５年は、各被災地ごとに仮設のパビリオン

（仮設市街地）を設置し、地元の商工農林漁業者と外

部の支援団体（企業、NPO、自治体、大学等）が共同

で、産業活動とにぎわい創出、雇用の確保を進める。 
必要な資金については大部分を国庫補助とし、外部

の支援団体の提案を地元自治体が審査するコンペ方

式でプロジェクトを決定する。 
 
○３～５年後以降は、新たな地域の姿を見せる 

3～5 年後以降は、被災地での震災前の伝統、文化と、

国内外の新たな技術や文化・芸術面での知見を活かし

ながら、それぞれのテーマで日本・世界のモデルとな

る姿を見せる。例えば、地域と国際コンペで選ばれた

国内外の芸術家が、公園やモニュメントをデザインし、

その進行過程の姿を世界への展示とする。地域の方た

ちが誇りを取り戻して生活できる。 
5 年目、および 10 年目には、節目となるイベント

を集中的に開催する。例えば、4 月は宮城月間、5 月

は岩手月間など中心となる地域を分けたり、あるいは

4 月は環境、5 月は漁業など、テーマで分けることも
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考えられる。原発事故の被災地についても、この 5 年

目、10 年目の復興像を政府が示し、原発の廃炉の状況

についても公開し、国内外が見つめられる状況とする。 
 
○行政と民間（企業、NPO、大学等）とのパートナシップ体

制の構築 

被災自治体はマンパワーや財源、まちづくりのノウ

ハウが不足しており、単独での復興事業推進には困難

を抱えている。中国の四川地震では、地方政府どうし

のペアリングにより支援（対口支援）が実施されたが、

地方政府が多くの企業群を抱える中国とは異なり、日

本では自治体に新しい地域振興のノウハウは少ない。 
そこで先端技術を有する企業や大学、被災地をモデ

ルに社会実験をしたい企業、地域振興に取り組みNPO
等を支援団体として企画コンペにより公募し、壊滅的

な被害を受けた地域と支援団体とのペアリングを行

う。 
資金面についても、通常の何分の一補助という形で

はなく、国は定額を出し、参画民間団体と県・市町村

が残額を出す形での事業とする。これにより、他地域

で進められようとしているスマートシティ構想など

が、被災地でも進められることを期待している。 
企業だけでなく大学や NPO 等が、技術者や芸術家

などのソフトの人的資源や知的財産などを提供する

方法も考えられるし、東京都や大阪市などの体力のあ

る自治体が支援団体として名乗りをあげる可能性も

あるだろう。 
これまでの災害復興は、ハードの事業中心に進めら

れてきたが、産業や音楽、料理、アニメやゲームなど

のソフト面での支援体制を充実させることが可能と

なる。 
 
○福島浜通り地域への国家的施設の移転 

最後に、福島第一原発が立地している福島県浜通り

地域への国家的施設の設置を、博覧会の目玉プロジェ

クトとして提案したい。国家的施設というのは、首都

機能バックアップ論で言われるような行政、政治機能

でもいいし、あるいは国立の文化芸術施設や公園施設

のようなものでもいい。「日本は原発事故を本当に収

束させられるのか」という世界の人々や、「自分たち

は故郷に帰れるのか」という福島県の原発周辺の人々

に対して、「日本は、国として福島第一原発周辺地域

を責任を持って除染し、住める環境に回復させる」と

いうコミットメントとして、設置してほしい。 
今回の原発事故で、日本の信用は失墜した。10 年後

には、住民が元に戻り、普通の生活を送れるようにし、

「やはり日本はすごかった」と世界から言われること

を目指すべきである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 博覧会方式による復興の狙いと効果 
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■復興における課題 

・複数県での広域連携の推進 

・被災自治体への支援（資金、まちづくりノウハウ、マ

ンパワー等） 

・世界に開かれた復興の実現 

・地域振興に向けた国、民間の資金、人材の集中投

資 

■解決策としての、東日本復興博覧会の開催 

・復興後の姿を見てもらうのではなく、復興に取り組

む姿を、世界に見てもらう。 

・10 年間にわたって世界と共に復興を進める。 

・仮設パビリオン（仮設市街地）でのにぎわい創出か

ら、恒久的な地域づくりへとつなげる。 

・地域振興に向けた国、民間のプロジェクトを被災地

に集中させる。 

・自治体の枠を超えて、広域でのプロジェクトの連

携、観光ルートの設定、産業観光の連携等を推進さ

せる。 



学会誌編集委員会委員名簿 

 
委員長  北後 明彦 神戸大学都市安全研究センター 
副委員長 青田 良介 ひょうご・まち・くらし研究所 
副委員長 山地久美子 関西学院大学災害復興制度研究所 
委  員 大矢根 淳 専修大学人間科学部社会学科 
委  員 黒田 裕子 NPO 法人 阪神高齢者・障害者支援ネットワーク 
委  員 近藤 民代 神戸大学大学院工学研究科建築学専攻 
委  員 田並 尚恵 川崎医療福祉大学医療福祉学科 
委  員 福留 邦洋 新潟大学災害復興科学センター 
委  員 紅谷 昇平 人と防災未来センター 
委  員 山崎 栄一 大分大学教育福祉科学部



 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復興第3号（2011） 

2011年 11月 30日発行 

発行者日本災害復興学会 

事務局〒662―8501 

兵庫県西宮市上ケ原一番町1―155 

関西学院大学災害復興制度研究所 

TEL. 0798―54―6996 
 


	Fukkou3_mokuji
	Fukkou3_01murosaki
	Fukkou3_02kuroda
	Fukkou3_03murai
	Fukkou3_04sakurai
	Fukkou3_05yamazaki
	Fukkou3_06aota
	Fukkou3_07tanaka
	Fukkou3_08yoshida
	Fukkou3_09okita
	Fukkou3_10okita
	Fukkou3_11kato
	Fukkou3_12beniya
	Fukkou3_99meibo

